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道路陥没・路面下空洞の実態と
その対策としての充塡材開発 

Development of filling materials as a countermeasure of road cave-ins and subsurface cavities

桑野　玲子　　金城　瑞樹

1．はじめに

1-1．道路陥没および路面下空洞の実態

　1980年代以降，都市部を中心に道路陥没が頻発し

ている。国土交通省のまとめ1）によると近年の道路陥没

発生件数は年間約 1万件に及び，その要因は下水道

などの道路占用物が1/3以上を占めている。また原因

が特定できない場合も1/4～1/3程度と無視できない割

合を占めている。都市の成熟に伴って埋設インフラが老

朽化していること，さらに近年の気象の激甚化により頻

発する豪雨なども，道路陥没問題を加速化していると

言える。下水管路に起因する道路陥没は，図1に示
すように年間 3,000件程度発生し，地震によりその件数

が増えることも確認されている。また，桑野ら（2010）3），

小池・瀬良（2012）4）は，陥没が降雨に深く関連すると

報告している。

　陥没は，地表の崩落という終局状態に至る前に，地

中の土砂が亡失して空洞が生成するところから始まる。

そこで，道路陥没対策の実務では，路面の下の空洞

を地中レーダにより探査し補修することにより陥没を未然

くわの　れいこ　／　KUWANO Reiko
東京大学生産技術研究所
教授　PhD.

きんじょう　みずき　／　KINJO Mizuki
（一社）日本建設機械施工協会
施工技術総合研究所
主任研究員

図1　近年の下水管起因の道路陥没件数 2）

に防いでいる。路面下空洞の発生傾向について，小

池・濱也（2017）5）が，道路延長 10,091km（空洞数

9,984箇所）の調査データ（2014・2015年度）を元に，

国・道・府・県管理道路の空洞頻度（1kmあたりの

空洞個数）を0.6，東京都・政令市や東京 23区の管

理道路では2.1，その他自治体の管理道路では1.4と報

告している。国道・県道より市町村道の方が，下水管

等の埋設インフラが多いため空洞頻度が高い。また，

東京や政令市など大都市で頻度が高い。

1-2．空洞・陥没問題における課題

　陥没防止のためには，地中レーダ探査によって路面

下空洞を探知し，補修などの対策を施すことが効果的

であるが，その費用は空洞化の主要因である埋設イン

フラ老朽化や，近年の気象の激甚化に伴い今後さらな

る増大が予想され，効率的かつ合理的な道路維持管
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図2　路面下空洞の3次元計測

理システムの構築が喫緊の課題である。

　空洞・陥没問題における技術的課題には，①地中

の状態の把握が困難，②空洞の成長速度や陥没危険

度が不明，③空洞特性に応じた適切な補修方法を合

理的かつ効率的に選択できない，などがある。空洞の

生成・進展メカニズムは，室内試験により経験的・定

性的評価は可能であるが，空洞の成長速度や陥没危

険度を実務に応用できるレベルで定量的に評価できる

段階には至っていない。一方，道路管理の実務では

空洞探査や補修が道路維持管理の一環として実施さ

れているが，データの体系的蓄積・分析・有効活用

は十分なされているとは言い難い。そこで，国土交通

省道路局が設置する新道路技術会議における技術研

究開発制度により「道路構造及び空洞特性に適応した

陥没危険度評価と合理的路面下空洞対策についての

研究開発」（桑野ら6））を実施し，前述の技術課題を解

決するために以下のような成果を目指した。

　① 空洞探査方法の整理／高度化

　② 空洞生成の要因と拡大過程のメカニズムの解明

　③ 陥没危険度の評価

　④ 対策メニューの開発

　本稿では，この産学共同研究にて提案した道路陥

没ソリューションについて概説するとともに，対策メニュー

の一つとして開発した空洞充塡用可塑性充塡材の開

発経緯について報告する。

図3　空洞ポテンシャルマップの試作

2．道路陥没ソリューションの提案

2-1．空洞探査方法の整理と高度化

　地下 1.5mより浅い空洞を見つけるために，実務では

車載型の地中レーダ探査が用いられている。車載型地

中レーダによる探査精度は最近では的中率 80%を超え

信頼性が高く（徳永ら（2019）7），濱也ら（2019）8）），技

術的にほぼ成熟していると言ってよい。ただし，適用深

度は1.5m程度までに留まり浅層部の空洞探知に限られ

る。また，空洞天井部の深さや広がりは探知できるが

空洞の厚さの情報は得られない。

　現道の空洞モニタリングで路面下空洞の3次元形状

の把握を試みたところ，空洞の生成環境や生成原因と

形状に相関がみられることがわかった。そこで，路面

下空洞観測孔に挿入可能な点群観測装置を開発した

（図2）。これは，充塡補修する場合の充塡材必要量
の把握にも活用できる。

　さらに，既存の空洞・陥没データと周辺状況・環境

条件を分析し， 空洞のできやすさの指標（生成可能性）を

地図上に表す空洞ポテンシャルマップを作成した。図3
に神奈川県藤沢市の例を示す。下水管の経過年数や

取り付け管の数，地盤条件などが空洞や陥没件数と深

い関連があることがわかった。

2-2．空洞の陥没危険度評価

　図4に空洞生成・拡大の要因を示す。空洞ができ
やすい環境条件（素因）のもと，土砂の流出経路が確
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図4　空洞生成・拡大の要因 図5　空洞拡大メカニズムと陥没危険度

図6　実物大試験道路

保される（誘因）と空洞の生成・拡大が加速化する。 　一方，地震時には，通常では崩落しない幅の狭い

空洞の陥没危険度を評価するためには空洞の拡大過 初期空洞であっても，振動により空洞内へ側方の土が

程のメカニズムを知る必要がある。 すべりおちるような形で破壊することが振動台模型実験

　土槽底部に下水管破損部を模擬した土砂の流出孔 で観察された。実際に，震度 5以上の強い揺れを経験

を設けた土砂流出実験を実施し，空洞の拡大過程を した箇所では，危険度の高い空洞の数，すなわち浅く

観察したところ，まず開口部直上に幅の狭い初期空洞 て大きい空洞が増えることがこれまでの調査結果により

ができて， 土砂流出が継続する場合， 地下水位以下 わかっている。深部の空洞が揺れによる局所破壊により

で水平方向に空洞が広がり成長し， 最終的に陥没に至 浅部に上り空洞探査で顕在化すると思われる。

ること（図5），空洞の深さと幅の比が 0.2を下回ると空 　空洞の陥没危険度を評価するのに舗装の仕様なども

洞上の土は自重による崩落の危険があることがわかっ 考慮すること， 陥没の限界値を評価することなどを目的

た。また，実データと照合し，実際の空洞・陥没事例 に，埼玉大学構内に実物大試験道路を構築して各種

でも空洞深さと幅の比で陥没危険度をおおむね評価し 試験を行った（図6）。長さ30m， 幅 6mの試験道路に 

うることを確認した。 径 80cm程度の空洞を延べ 51個設置した。空洞は細
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礫を土嚢に詰めたものを路盤内に設置して舗装敷設 　これらのことから空洞の陥没危険度を評価したものを

し， その後削孔して細礫を吸引することにより作成した。 図7に示す。空洞の陥没危険度を空洞天井部の深さ

気象， 路面温度， 路面変位のモニタリングを行ったとこ と空洞幅で評価することを提案した。このプロットで左

ろ，1年間のうち路面温度は  -6～6 0℃で推移した。 下から右上になるにつれて危険度が高まる。空洞の成

FWD試験， 平板載荷試験による押し抜き試験を実施し 長パターンとして，通常は水平方向に移動していく， 地

て陥没に至る過程と限界耐力を測定した。アスコン直下 震があると空洞幅拡大の履歴を取らずに路面陥没に至

に空洞を設置したところでは， 空洞作製直後から路面の る可能性がある。ここでは舗装厚さを除外した値を深さ

沈下が進行し陥没に至った。陥没耐力に対して影響が とするのが妥当である。

最も大きかったのが，空洞の深さで，FWDたわみ量や

平板載荷の沈下量は， 空洞が深いほど変状が小さいこ 2-3．対策メニューの提案

とが確認された。また， 路面温度の影響が顕著で， 　陥没危険度が高い場合は，早期に開削埋戻しなど

FWDにより最大たわみ量 2000μmを超えるたわみを与 の確実な補修を必要とする。一方危険度が低い場合は

えた後， 陥没までの余寿命は， 夏は日単位， 他の季節 経過観察などの対応も考えられる。本研究では，危険

は月単位であることがわかった。何種類かの舗装仕様 度に応じた対策メニューとして，空洞充塡，および路面

で試験したところ， 陥没に対する耐力は舗装構造にはあ 補強・路盤補強を検討・提案した（図8）。路面補強は，

まり大きな影響を受けないものの， 路面下空洞により路 空洞を認知してもすぐに補修できない場合のために， 路

盤が侵食されると， 路面陥没は時間の問題であった。 面に応急対策として補強材を貼り付け， 強化膜を作るこ

図7　陥没危険度評価

図8　舗装の補強方法の開発
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表１　充塡材の各種物性値一例（水材料比80％）

とにより陥没を抑制するもので，現在実用化に向けて実

証実験中である。路盤補強は，空洞上に地盤（路盤）

が残りアーチ効果が期待できると陥没は起こりにくいこと

から，路盤内に補強材を敷設し路盤の崩落防止を目指

すもので，空洞補修というより陥没予防を目的とする。

空洞充塡材の開発については次節で詳述する。

3．空洞補修用充塡材の開発

　空洞補修用充塡材を用いた充塡工法による空洞補

修は，開削埋戻しと比較し，施工時間やコストの低減

が見込めることから実績も多い。一般的に充塡工法に

用いる材料は，流動性が良好であるものが主流である

が，空洞近傍に位置する埋設管に破損部がある場合

はそこから充塡材が漏出し下水施設への影響が懸念さ

れる場合も想定される。また，充塡工法による空洞補

修を行う際に，事前に空洞内部あるいはその周辺の埋

設管の状況をスコープ調査やロボット観察により正確に

確認することには限界があることや，これらの手法によ

る事前調査が行えない場合も想定される。以上のよう

な経緯から，下水道管ならびに埋設管近傍の空洞補

修に特化した｢漏出しないあるいは漏出しにくいセメント

系充塡材｣の開発に着手した。

　充塡材の開発に当たり，漏出防止・抑制の観点か

ら，目標物性値として， ①可塑性（チキソ性）， ②水中

不分離性（分離抵抗性）を有し，③練り上がり密度が

1.0 g/cm³以内（水に浮くこと），④硬化時間の短縮に

より充塡材の安定性（体積変化などの抑制）を図るた

図9　空洞補修用充塡材の水中不分離性確認状況

め超速硬性を付与することとした。また，⑤空洞補修

箇所の再掘削性を考慮し一軸圧縮強さが  300～  

1,000kN/m²（材齢 28日）を満足することとした。

　さらに，⑥現場での運用を考慮し施工における簡便

性を実現するため水と材料を混練するだけのプレミック

スタイプとすることとした。なお，材料の混練ならびに

空洞への充塡方法は，市販あるいはリースで賄える機

材とすることとし，ハンドミキサーや小型圧送ポンプを選

定した。

　一般的にセメント系材料に可塑性を付与させる手法

には，既知の技術が確立されているが，開発にあたり

セルロース系あるいはアクリル系増粘剤を単独あるいは

併用することとした。

　空洞補修用充塡材の軽量化については，起泡剤添

加による気泡の導入ならびに軽量骨材の利用が考えら

れたが，可塑性との両立を考慮し後者を選択した。軽

量骨材は，最適な流動性を得るために，比表面積が

異なるものを比較検討し，目標物性を満足できるものを

選定した。充塡材の基材となるセメントは硬化時間の

短縮のため超速硬セメントを用いた。

　その結果，数種類の充塡材の配合を選定し，各種

性状を検討したところ，水材料比80％で混練した場合，

目標物性値を満足する配合が得られた（表1）。
　練上がった充塡材は，静置時にはその形状を保持し

ており，せん断力を加えることで変形することから可塑

性を有していることを確認した。また，水中不分離性に

ついても良好であることを確認した（図9）。次に，得ら
れた配合について，混練時の水材料比の検討過程で

セメント・コンクリート No. 914, Apr. 2023 

6 

表2　充塡材の各種物性値一例（水材料比120％）

水材料比を120％に調整することにより，流動性が良好

で自己充塡が可能であることを確認した（表2）。その
結果，水材料比の制御だけで流動性が調整できる充

塡材を開発することができた。

4．まとめ

　近年道路陥没が頻発する中，現状の道路陥没対策

は，調査計画を策定して路面下空洞探査を実施し，

見つかった空洞は道路管理者の判断により順次開削埋

戻し補修するのが通常の流れである。一方，陥没対

策をより合理的に実施するためには，現状の対策に加

えて，対象地の空洞の発生傾向を把握し必要十分な

調査計画を立案すること，空洞の陥没危険度を評価し

空洞特性に応じた適切な補修（対応）を選択し実施す

ること，空洞や補修履歴を管理し次の調査計画に生か

すことが肝要である。本研究では，調査，診断，補修，

予防の各段階に資する要素技術の開発とそれらの統

合・連携によるソリューションの提案を試みた。

　本稿で報告した空洞補修用可塑性充塡材は，水の

添加率によって充塡材の流動性を調整でき，周囲に（破

損）下水管がある場合は低流動性，無い場合は高流

動性の使用が可能である。なお，本充塡材は，埋設

インフラ周辺の道路の再掘削を考慮して強度を必要十

分に抑えている。
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2）国土交通省HP（2021年3月12日），管路施設に起因した道路陥没件数の推移， 
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JCI ／コンクリートに用いる
粉体系材料の環境安全品質に関する
研究委員会の活動とその成果
Progress report， “Technical Committee on Environmental Safety Quality 

for Powder Materials of Concrete” in Japan Concrete Institute

大迫　政浩　　肴倉　宏史　　早川　友幸　　中山　英明

1．はじめに

　コンクリートは様 な々形で循環型社会づくりに貢献して

いる。寿命を終えたほとんどのコンクリートはリサイクルさ

れ，加えて，セメントをつくる際には大量の各種副産物・

廃棄物を原燃料として受入れ，またコンクリートの混和

材料や骨材としても副産物等を受入れており，産業の

静脈流として欠くことのできない存在となっている。 図1　資源循環と土壌環境の安全確保を考慮した

　そのような中で，コンクリートの構成材料や解体後に 環境関連法の動き

取り出された材料の有効利用時の環境安全性の問題が

取り沙汰され，これまで資源循環と土壌環境の安全確

保のバランスを考慮した対応が行われてきた。以下，

経緯を簡単に振り返る。

　まず，環境関連法に関する動きを図１に示す。循環

おおさこ　まさひろ　／　OSAKO Masahiro
国立環境研究所
資源循環領域長
工学博士 図2　建設分野における環境側面に関する動き

さかなくら　ひろふみ　／　SAKANAKURA Hirofumi 型社会づくりのための法体系が整備されていく中，環境
同上
資源循環領域 基本法に基づく土壌環境基準の適用や土壌汚染対策
試験評価・適正管理研究室長　博士（工学）

法における扱いにおいて，土壌と区別できる副産物など
はやかわ　ともゆき　／　HAYAKAWA Tomoyuki
（一社）セメント協会

の再利用物は法の適用外とされ，利用形態に応じた適
研究所　グループリーダー 切な評価を行うこととされた。

なかやま　ひであき　／　NAKAYAMA Hideaki
　つぎに，建設分野における標準規格化を中心とした

同上 環境側面に関する動きを図２に示す。1998年にJIS Q 
研究所長

0064：1998（製品規格に環境側面を導入するための指
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針）が制定され，また，2003年には日本工業標準調査

会 土木技術専門委員会・建築技術専門委員会（現日

本産業標準調査会）において「建設分野の規格への環

境側面の導入に関する指針」1）が制定された。これを機

に，JISの体系構築が推進されたことで，「環境JIS」の

流れが定着した。その中ではまず，産業系副産物であ

るスラグ骨材類の環境側面からの品質確保に関する

ルール化が進んだ。コンクリート材料では，環境安全品

質（重金属類の含有および溶出に関する品質）の概念

が導入され，スラグ骨材類（JIS A 5011，JIS A 5031）

に対して規定が設けられた。すなわち，スラグ骨材その

もの，あるいは利用を模擬した試験体（コンクリート）を作

製して試験を行い，環境安全品質を担保する評価ス

キームが運用されている。このように，スラグ骨材類の

環境安全品質基準として，より合理的な評価方法の標

準化がなされ，品質管理に一定のコストをかけつつ社

会の信頼の下で利活用が進んでいる。

　しかしながら，コンクリートに用いるセメントをはじめとし

た粉体系の材料については，それらの規定は定められ

ていない。当然，スラグ骨材類とは異なる成分構成や

性状などを有していることから，供用時および再生利用

時の環境への作用を考察し，環境安全品質をどのよう

に評価していくか，そのあり方を検討し示していくこと

が，社会への説明責任の観点から必要である。

　以上のような経緯を踏まえて，（一社）セメント協会，

鐵鋼スラグ協会，日本フライアッシュ協会，日本シリカ

フューム技術研究会，膨張材協会の5団体からの委託

を受け，「コンクリートに用いる粉体系材料の環境安全

品質に関する研究委員会」（活動期間：2020年 4月～

2022年9月，委員長：大迫政浩）（以下，JCI研究委

員会と称す）が日本コンクリート工学会に設置された。

　JCI研究委員会の目的は，コンクリートに用いる粉体

系材料について，コンクリートの供用から解体後までの

ライフサイクル全般に係る重金属等の挙動に関して調査

検討を行い，コンクリートに用いる粉体系材料の環境安

全性に関する基本的な考え方を提示することである。

　JCI研究委員会での検討の結果，コンクリートは製造・

施工・供用中と解体後のいずれにおいても環境安全性

は確保されており，粉体系材料としても環境安全品質

は確保されているとの結論を得た。また，成果報告書

の内容は，建設分野全般における材料の環境配慮の

一般的な考え方として，役立つものとなっている。

　そこで本稿では，JCI研究委員会の報告書2）に沿っ

て，そのエッセンスを紹介したい。

2.　環境基準と環境安全品質

2-1．コンクリートの環境安全性

　環境基準は，環境基本法において，「大気の汚染，

水質の汚濁，土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条

件について，人の健康を保護し，及び生活環境を保全

する上で維持することが望ましい基準」として定められて

いる。また，環境基準を守るための防止法や対策法と

して，大気汚染防止法，水質汚濁防止法，土壌汚染

対策法などが制定されている。

　コンクリートは，その設置場所によって，土壌や地下

水，河川水，海水などと直接接する場合がある。その

ため，コンクリートの環境安全性として，コンクリートに含

まれる微量成分が，土壌や地下水等を汚染する可能性

が十分に低くなければならない。特に，コンクリートは，

その使用が終わると，解体され再生砕石となって路盤

材などへ再利用される場合が多い。このようなライフサ

イクルの各段階で，コンクリートの環境安全性を検討す

ることが重要である。

2-2．土壌と循環資材との切り分け

　コンクリート再生砕石の他にも，スラグなど様々な「循

環資材」が建設資材として利用されている。土壌と循環

資材との切り分けに関する環境省からの通知3,4）によれ

ば，土壌環境基準や土壌汚染対策法では，再利用物

（循環資材と同義）をむやみにその対象とせず法の適用

外とされ，現状有姿や利用形態に応じた適切な評価が

行われる必要があるとされた。これを機に，利用実態に

即した各種循環資材の環境安全性の評価に関する議
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図3　コンクリート用スラグ骨材に対する環境安全品質の試験体系

論が活発化した。 安全形式検査」と呼ばれる全項目検査と，「環境安全

受渡検査」と呼ばれる全ロット検査との 2段階の検査に

2-3．循環資材の環境安全品質 分けたことである（図３）。詳細は，報告書2）を参照さ

　環境省の循環資材に対するリサイクルガイドラインの れたい。基本的考え方を受けて，これまでに様々な循

要請や， JISにおける建設分野の規格への環境側面 環資材の JISやガイドラインに環境安全品質基準の導

の導入の方針1）に対応するものとして，経済産業省設 入が進められている6）。
置の検討会において，「循環資材の環境安全品質及

び検査方法に関する基本的考え方」（以下，基本的考 3.　コンクリートの環境安全性
え方と称す）がとりまとめられている5）。基本的考え方の

特徴は 2点あり，1点目は，循環資材の再利用，再々 　JCI研究委員会では，コンクリートのライフサイクルに
利用を含めたライフサイクルの中で最も配慮すべき曝露 おける環境安全性について調査が行われた。その報告
環境に基づく検査を行うとした点である。例えばコンク 書第3章2）の概要を以下に紹介する。
リート用骨材として利用されるスラグ類は，路盤材への

再生利用段階を最も配慮すべき暴露環境として着目 3-1．コンクリートを構成する材料の微量成分含有量
し，供試体を作製後に破砕して試料調製を行い， JIS 　コンクリートの主結合材である普通ポルトランドセメント
K 0058に基づく溶出量試験や含有量試験を行うことと には土壌汚染対策法の含有量基準を超過する成分は
した。基本的考え方が制定される以前は，いかなる用 ないこと，ならびに混和材である高炉スラグ微粉末，フ
途でもスラグ単味で土壌溶出試験や含有量試験が行わ ライアッシュ，膨張材およびシリカフューム中の微量成分
れていたが，基本的考え方が制定されたことにより，実 は，単味では同含有量基準を超える可能性のあるもの
際のスラグの配合率や粒度範囲などを考慮できる（合理 もあるが，一般的なコンクリート中の使用割合を考える
的に緩和できる）こととなった。特徴の 2点目は，「環境
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表１　近年の粉体系材料中の微量成分含有量

※「＜数字」は定量下限値未満を意味する。
（*1）JCAS I-53 セメント中の微量成分の定量方法（水溶性六価クロムを除き完全分析）【2014年度採取試料】
（*2）土壌汚染対策法に規定される土壌含有量調査に係る測定方法（平成15年3月6日環境省告示第19号）【2017年1月～2018年8月のデータ】
（*3）微量成分：アルカリ融解-ICP法（B，Cr)，硝酸・硫酸・過塩素酸分解-水素化物発生ICP法（As,Se），水蒸気蒸留-イオンクロマト法（F）（完
全分析）【2013年～ 2014年のデータ】（カドミウム，鉛，六価クロム，水銀は「環境型社会に適合したフライアッシュコンクリートの最新利用技術
」土木学会，コンクリートライブラリー132，p.17～20，2009）
（*4）JCAS I-53 セメント中の微量成分の定量方法（水溶性六価クロムを除き完全分析）【2020年度採取試料】
（*5）土壌汚染対策法に規定される土壌含有量調査に係る測定方法（平成 15年 3月6日環境省告示第 19号）【後述の実験で使用したシリカ
フューム5試料の分析結果。2008年データ取得。】
(*6)粉体系団体のヒアリング結果による。

と，基準を超えることはない（表1）。なお，セメント工 全ての微量成分にて環境基準を超えるものはなかった。

場では廃棄物・副産物の受入と処理において，特に 　供用中の構造物から採取したコンクリートを表面から

六価クロムに対しては1998年に業界が制定したガイドラ 深さごと（0～1cm，1～2cm，内部）に2mm以下に粉

インに基づき，製品であるセメント中の水溶性六価クロ 砕して，土壌環境基準の溶出試験である環告 46号法

ム含有量が20mg/kgを超えないことを遵守している。 を適用した結果を見ると，表面側が内部よりも六価クロ

　スラグ骨材中の微量成分含有量は，銅スラグ骨材の ム溶出濃度は高いが，2mm以下粉砕という過酷な条

鉛およびひ素が同含有量基準を超える可能性がある 件で，いずれも0.05mg/L以下であった。

が，JIS A 5011-3で環境安全品質基準が規定されて 　高炉スラグ微粉末を用いたモルタルおよびコンクリート

おり，コンクリートとして含有量基準を超えないよう管理さ では，ふっ素に着目して同様の検討が行われ，JIS K 

れている。また，日本建築学会でも，銅スラグ細骨材を 0058-1により定量下限値0.2mg/L以下であることが確

使用する際の指針が示されており，対応が図られている。 認されている。フライアッシュを用いたモルタルをジョーク

ラッシャーで粉砕した試料に対してJIS K 0058-1を適用

3-2．コンクリートの供用中における環境安全性 した結果では，ほう素，ふっ素，ひ素，セレン，六価ク

　普通ポルトランドセメントを用いて作製したモルタルおよ ロムのいずれも環境基準値以下であった。シリカフュー

びコンクリートに対してJIS K 0058-1の5（利用有姿による ムを用いたモルタルにタンクリーチング試験を適用した結

撹拌試験）を行った結果では，全ての微量成分で環境基 果も同様であった。

準等を超えるものはなかった。また，土木学会から提案 　以上より，コンクリートの供用中における環境安全性

されている「硬化したコンクリートからの微量成分溶出試験 は十分に確保されていると考えられる。

方法試案」（タンクリーチング試験）7）を適用した結果でも，
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図5　再生クラッシャラン の溶出試験結果

図4　再生クラッシャラン（RC40）の六価クロムの溶出試験結果

（RC10）

3-3．コンクリートから再生された資材の環境安全性

　国土交通省の建設副産物実態調査結果8）によれ

ば，平成7（1995）年から平成 30（2018）年までの間，コ

ンクリート塊は年間 3000～3700万 t場外へ搬出され，

近年では99％以上が再資源化されている。再資源化

先は，ほとんどが再生路盤材である。その他，少量で

はあるが，コンクリート用再生骨材，裏込材，浸透トレ

ンチ材，グラベルコンパクション材，基礎材，埋戻し材，

敷石などがある。

　道路土工要綱（H21年度版）9）によれば，道路では

路盤・路床部の水分の排除・遮断が不可欠であり，

地下水位は排水施設によって路床以下にすることが基

本とされているため，路盤材は地下水位よりも上に使用

される。このことから，再生路盤材からの微量成分の

溶出は抑制されているものと推察される。また，舗装再

生便覧10）によれば，「セメントコンクリート再生骨材は水

と接触すると六価クロムが溶出することがある。そのた
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め，水が拡散するような箇所で使用する場合は，六価

クロムの溶出の程度を確認してから使用するとよい。特

に細粒分からは六価クロムなどが多く溶出する傾向があ

るので注意する必要がある。」との記述があり，注意が

促されている。

　下層路盤材に用いられる再生クラッシャランRC40およ

びRC10からの六価クロムの溶出について，様 な々調査

が行われている。例えばセメント協会11）によれば，

RC40全18試料に対して環告46号法を実施した結果，

六価クロムの溶出濃度は0.006～0.048mg/Lであり，全

て，土壌環境基準（0.05mg/L）を満たしたが（図4），
RC10全 10試料は0.061～0.09mg/Lであり，全て，土

壌環境基準を超過した（図5）。なお，RC10に相当す
る「再生砂」の利用の可否に関して，国土交通省は，

通知により，公共建設工事前の六価クロムの溶出試験

（環告 46号法）であらかじめ土壌の汚染に係る環境基

準に適合することを確認することとしている12）。

　都道府県知事は，水質汚濁防止法に基づき，水質

の汚濁の状況を常時監視し，その結果を環境大臣に報

告することとされている。1991年から2019年にかけて，

ローリング方式で行われた地下水汚染の概況調査結果
13）をとりまとめると，調査数約85,000箇所に対して0.05 

mg/Lの超過数は8箇所であり，0.009%に過ぎない。

その汚染の主な原因は金属関係や機械器具の製造業

の工場や事業場となっている。また，地下水および公

共用水域での検出状況を見ると，2010年から2019年

の間，新基準値0.02mg/L（2022年 4月1日施行）を超

図6　建設資材のライフサイクルを通した
環境安全管理の概念 2）

過したのは，地下水では約24,000箇所中6箇所のみ

（0.02%），公共用水域では約37,000箇所中4箇所のみ

（0.01%）であった14）。コンクリートの再資源化率は1995

年調査で65%であり，2000年には96%に達し，近年は

99%を超えていることから，多くのコンクリートが再生砕

石として再生利用されていると推察されるが，路盤材は

地下水汚染源となってはいないことが推察される。再生

路盤材からの六価クロムの溶出量はそもそも少なく持続

しないことや，還元的な環境での三価クロムへの形態変

化による移動性の低下など，様 な々理由が考えられる。

4.　コンクリートのライフサイクルに
おける将来的な環境安全性に関する課題

4-1．入口管理と出口管理のバランスさせた合理的

な環境安全品質管理システムの構築

　環境安全品質の管理の考え方は，大きくは，ライフ

サイクルの入口段階で全ライフサイクルにおける環境安

全性を担保できるようにする考え方と，リサイクルの段階

ごとにチェックする考え方がある（図6）。これまでスラグ
などに適用されてきた環境安全品質の管理方法は，循

環資材の出荷，すなわち入口段階で，再利用時も含め

た全ライフサイクルの環境安全性を保証する“入口管理”

によるものであった。その場合，材料の製造，供給者

の責任のもとに，安全側に立った保守的な基準が適用

されるケースが一般的であった。一方，国土交通省の

再生砂に関する通達11），都道府県などが管轄している

リサイクル製品認定制度，東京ブランド“粋な”えこ石15）

などは，再利用の段階での環境安全品質を規定してい

るものといえる。このように資材や製品が再利用される
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段階で検査を行うことで，実際の再利用時の環境安全

性を保証する“出口管理”による方法も考えられる。

　今後は，建設資材の製造事業者等による入口管理

と，供用後のリサイクル事業者等による廃棄・リサイクル

時の出口管理とを組み合わせ，さらには履歴情報のト

レーサビリティ管理を含めて，ライフサイクル全体の環境

安全性を担保できる，社会コストが低減された合理的な

システムを構築していく必要がある。また，可能な範囲

でトレーサビリティを確保できる情報管理を行うことで，さ

らに効率性を高めるべきである。

4-2．科学的根拠のより高い環境安全品質基準の導入

　これまで，ある項目について水道水質基準が見直さ

れると，水質環境基準，さらには土壌環境基準が見直

される傾向にある。その結果，土壌環境基準値は，公

共用水域および地下水の環境基準，ならびに水道水質

基準と同じ値に設定されている場合が多い。

　水道水質基準の見直しは，対象とする物質の有害性

に関する最新の知見が精査され，耐容一日摂取量など

が見直されることによる。最近では，六価クロムの有害性

が見直され，2020年4月に六価クロムの水道水質基準が

0.05mg/Lから0.02mg/Lへ強化され，2022年4月には

公共用水域と地下水の環境基準が，いずれも0.02mg/L

に強化された。この流れを受けて，今後，土壌環境基

準等の0.02mg/Lへの見直しが検討されると予想される。

　今日まで，コンクリートやその再生砕石を含めた様 な々

資材（以下，再生砕石等と称す）の環境安全品質は，土

壌環境基準などと同じ値が設定されてきた。しかし，土

壌環境基準等が0.02mg/Lに強化された場合，再生砕

石等に対しても当該基準値を適用すれば，必ずしも基準

を満たせないものが多く生じ，総量として3千万tを超える

コンクリートのリサイクルに影響を与えることが懸念される。

　ここで人への健康リスクは有害性と曝露量（摂取量）と

の積で表され，環境基準の見直しは，有害性に関して

見直しが行われたためであることに注意する必要があ

る。前述したように，再生砕石等が原因で，六価クロム

が新基準値 0.02mg/Lを超える公共用水域や地下水



    

 

  

  

 

 

 

 

 

は，ほぼ全く存在しない。また，再生砕石等へ土壌環 れているとみなされる。

境基準を適用する必要はないことへの根拠として，第 　さらに，コンクリートの環境安全性に関する将来的な

一に，再生砕石等は土壌とは異なること，第二に，再 課題として，入口管理と出口管理のバランスさせた合理

生砕石等からは，六価クロム等の微量成分が， 70 年 的な環境安全品質管理システムの構築，および，科学

間，一定の濃度で継続して溶出するとは考えがたいこ 的根拠のより高い環境安全品質基準の導入の必要性を

と，そして第三に，再生砕石等の溶出液は，ただちに 述べた。特に後者では，六価クロムの環境基準強化の

は飲用されず，土壌への吸着，還元や地下水での希 流れによってコンクリートリサイクルの流れが妨げられるこ

釈により，井戸等で飲用するまでに，微量成分は遅延 とがないように，適切な対応を図る必要がある。

かつ濃度低下すると考えられること，などが挙げられる。 　最後に，以上の総括を踏まえて JCI研究委員会報告

このことから，再生砕石等からの六価クロムの曝露量に 書においては，コンクリートの粉体系材料に対する環境安

ついて，より適切に，科学的根拠の高い環境安全品質 全品質に係る JIS化の必要性について，ただちに粉体系

基準を導入し，コンクリートのリサイクルを妨げない仕組 材料の環境安全品質の規格を JISとして導入する必要は

みを早急に構築する必要がある。 ないと結論付けた。また，今回の JCI研究委員会におけ

る総合的研究アプローチが，結果的にコンクリート材料の

5.　おわりに 環境安全品質管理に係る JIS化の事前アセスメントプロセ

スとして活用できることが示唆された点も意義深く，本稿

　コンクリートの環境安全性は，そのライフサイクルにお の結びに当たり付け加えておきたい。

いて確保されるべきである。本稿では，JCI研究委員

会の成果2）に基づき，環境基準とコンクリートに求められ

る環境安全性の考え方を整理し，コンクリートおよびそ ［参考文献］
の粉体系材料の環境安全性に関する現状と将来的な

1）日本工業標準調査会／建設分野の規格への環境側面の導入に関する指針，2003
課題を示した。 2）日本コンクリート工学会／コンクリートに用いる粉体系材料の環境安全

品質に関する研究委員会報告書，2022
　コンクリートのライフサイクルにおける環境安全性を総 3）環境省／平成 13 年 3月 28日環水土第 44 号 土壌の汚染に係る環境

括すると，次のようである。まず，コンクリートの製造， 基準についての一部改正について，2001
4）環境省／平成 22年 3月5日環水大土発第 100305002号　土壌汚染対策法の

施工から供用にかけての微量物質の含有量および溶出 一部を改正する法律による改正後の土壌汚染対策法の施行について， 2010
5）経済産業省／コンクリート用骨材又は道路用等のスラグ類に化学物質

量の各種データや管理方法を踏まえると，環境安全品 評価方法を導入する指針に関する検討会総合報告書，2012
6）肴倉宏史／環境安全品質基準に関する最近の動向と課題，地盤工

質上問題となるデータおよび管理実態は認められず， 学会誌，64巻，pp.8～11，2016

供用中のコンクリートは環境安全品質を常に満たしてい 7）土木学会コンクリート委員会 微量成分溶出に関する調査研究小委員
会／コンクリートライブラリー 111「コンクリートからの微量成分溶出に関

るという点を客観的に高い確度をもって結論付けることが する現状と課題」，p.58，pp.65～70，2003
8）国土交通省／平成 30年度建設副産物実態調査結果， 2018　

できる。次に，コンクリート解体後の再生砕石，再生砂， 9）日本道路協会／道路土工要綱（平成 21年度版），pp.100～110，2009

再生骨材は，粒径の小さい一部の再生砂を除き，含有
日本道路協会／舗装再生便覧（平成 22年版），pp.7～20，201010）
セメント協会／セメント規格における環境側面の取扱いに関する検討報11）

量および溶出量の環境安全品質を常に満たしており， 告書，2018（非公表）　
国土交通省／平成 19年 10月 11日国官技第 181号 公共建設工事に12）

客観的に高い確度をもって環境安全性が確保されてい おける再生コンクリート砂の使用に係る留意事項について，2007
環境省 水・大気環境局／令和元年度 地下水質測定結果，202113）

ると言える。ただし，再生砂では，六価クロムの溶出量 中央環境審議会水環境・土壌農薬部会／水質汚濁に係る人の健康14）

が基準値を超えるケースがあることから，再生利用前に の保護に関する環境基準等の見直しについて（第 6 次報告案），資料 

2-2（2021年 6月 9日開催），pp.12～13，2021

溶出試験により環境安全性を確認するルールが国から 東京都 環境局／今回環境局が認証した品質基準の概要，報道発表15）
資料（ 2017年 10月 4日）「再生砕石利用拡大支援制度で初めての「基

示されており，その管理を前提に環境安全性は確保さ 準認証」「基準認証取得証」交付式を行います」，2017
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第 51回セメント協会論文賞　受賞論文の決定

　セメント協会は，セメント・コンクリート論文集に掲載された論文の中から，特に優秀と認められた論文に「セメント
協会論文賞」を授与しており，この度，第 51回（2023年度）セメント協会論文賞を下記の3件に決定した。
　論文賞の選考は学識経験者を交えた論文賞選考委員会によって行われた。表彰式は5月17～19日に赤坂インター
シティコンファレンス（東京都港区赤坂 1-8-1赤坂インターシティAIR 4F）で開催の「第 77回セメント技術大会」2日目
午後に行われる予定。

（敬称略）

コンクリートの火害におけるセメント水和物の
炭酸化メカニズムの解明　

　セメント・コンクリート論文集 Vol.75 pp.58～ 65

　セメント・コンクリート論文集 Vol.76 pp.356～ 364

吉田　夏樹
新　　大軌
木野瀬　透
安達　　丈

（一財）日本建築総合試験所
島根大学
（一財）日本建築総合試験所
（株）トクヤマ

煆焼アロフェンを用いた新たなセメント系材料の設計

　セメント・コンクリート論文集 Vol.76 pp.561～ 569

近藤　祥太
斎藤　　豪
鈴木　一帆

新潟大学　大学院
新潟大学
新潟大学　大学院

伊藤　貴康 ＵＢＥ三菱セメント（株）

赤外分光法を用いた大気二酸化炭素濃度下における
セメント硬化体表面の炭酸化反応の湿度依存性に関する分析

　セメント・コンクリート論文集 Vol.76 pp.36～ 44

佐伯　直彦
栗原　　諒

丸山　一平

東京大学　大学院
東京大学　大学院
東京大学　大学院
名古屋大学　大学院

セメント協会研究奨励金の交付決定

　セメント協会は，セメント化学およびコンクリート化学の研究振興ならびに研究者の育成を図ることを目的に「セメン
ト協会研究奨励金」を交付しており，この度 ,第 37回（2023年度）交付対象者を下記の5名に決定した。
　審査は学識経験者を交えた研究奨励金審査委員会によって行われ，1987年の第 1回から今回までに延べ 350
名の研究者に研究奨励金を交付している。なお，2024年度の募集については，本誌8月号および当協会ホームペー
ジ（https://www.jcassoc.or.jp）等でも紹介の予定。

（敬称略・順不同）

氏名 所属※ 研究題目

エラクネス
ヨガラジャ 北海道大学大学院 工学研究科 環境循環システム専攻 准教授

Carbonation kinetics of calcium aluminosilicate 
hydrate （ C-A-S-H）

欒 堯 埼玉大学 理工学研究科 助教
セメント系硬化体における SCMポゾラン反応の
革新的な評価手法の開発

髙橋　駿人 東京理科大学 理工学部土木工学科 助教 配合条件が鋼材周囲の硬化組織および腐食速度に
与える影響

福山　智子 立命館大学 理工学部建築都市デザイン学科 准教授 載荷に伴い変化するモルタルの電気インピーダン
ス分布に関する in-situトモグラフィ分析法の開発

五十嵐　豪 名古屋大学 大学院環境学研究科 准教授
画像解析を用いたセメント系材料中の水分浸透の
可視化に関する基礎的検討

※）交付対象者の所属は申請時のものである
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コンクリート塊の再利用・現状と課題 
Current Status and Prospects of Concrete Lump Utilization from the Field

黒田　泰弘

1．はじめに

　（公社）日本コンクリート工学会の「コンクリートに用いる

粉体系材料の環境安全品質に関する研究委員会（委

員長：大迫政浩・国立環境研究所）」では，コンクリー

トに用いる粉体系材料の環境安全品質についての基本

的な考え方を提示することを目的に調査・検討が行わ

れ，その成果として，報告書1）をまとめるとともに，

2022年 9月にオンライン報告会が開催された。

　報告会では，コンクリートに要求される環境安全性と

コンクリートに用いる粉体系材料の環境安全性に関する

基本的な考え方が報告されるとともに，「今後のコンク

リートのライフサイクルにおける環境安全性」と題したパ

ネルディスカッションが行われた。その中で，「現場から

見た再生砕石・再生砂利用の現状と展望」について，

筆者が話題提供することになり，大迫委員長からは，

コンクリートリサイクルの実態だけでなく，コンクリートリサ

イクルをめぐる環境安全品質やカーボンニュートラルなど

の背景も含めて報告してほしいとの依頼があった。

　本稿は，パネルディスカッションの際のプレゼンテーショ

ン用の資料をベースに書き起こしたものである。筆者な

りに，これまでの調査結果や検討結果を整理したもので

くろだ　やすひろ　／　KURODA Yasuhiro
清水建設（株）
技術研究所
主席研究員　博士（工学）

図1　コンクリート塊の排出量と再利用率の推移

あるが，内容が著者の関わった研究に偏っていることに

関しては，ご容赦頂きたい。

2．コンクリート塊の再利用の現状と課題

2-1．コンクリート塊の排出量と再利用率の推移

　図１は，国土交通省の建設副産物実態調査による
コンクリート塊の排出量と再利用率の推移をまとめたもの

である。

　コンクリート塊の排出量は，1995年まで右肩上がり

だったものが，それ以降，約20年にわたり減少した後，

2018年に増加に転じているのがわかる。この傾向は，

建設投資の推移とおおむね一致しているのではないか

と考えられる。

　一方，再利用率の推移は1990年以降に急上昇し，

2000年には95%を超え，2012年以降は99%以上となっ

ている。1990年以降に再利用率が急上昇したのは，
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図 2　アスファルト・コンクリート塊およびコンクリート塊のリサイクルフロー 2）

最終処分場の残余容量が逼迫したことを受け，国が原 は 99.3%と高いことがわかる。このほか，現場内利用

則化ルールを設け，コンクリート塊の再利用用途を道路 が一定量存在していると考えられるが，統計上は把握

用の路盤材へ誘導した結果と考えられる。コンクリート できていない。再生砕石は 94%強が主に路盤材であり，

塊を道路用の路盤材（再生砕石）とするための主要な その他は，埋め戻し用の再生コンクリート砂（以下，再

製造設備は，破砕機と分級機といった比較的シンプル 生砂と称す）になっている。

なもので，高度な品質管理も必要ないこともあり，日本 　なお，再生骨材コンクリートの使用量は，ごくわずか

全国にコンクリート塊を扱う中間処理場が増え，再利用 （捕捉ベースで 12万t）であり，再生骨材コンクリートの

率は極めて高いものとなったと考えられる。 普及は進んでいない。

2-2．コンクリート塊のリサイクルフロー 2-3．中間処理場におけるコンクリート塊の再資源化

　平成 30年度建設副産物実態調査におけるアスファ 　図３に再生砕石・再生砂のほかに，コンクリート用再
ルト・コンクリート塊およびコンクリート塊のリサイクルフ 生骨材の製造も行っている中間処理場におけるコンク

ローを図２に示す2）。 リート塊の再資源化フローの一例を示す。

　コンクリート塊の排出量は 3,690万 tであり，再利用率 　コンクリート用の再生骨材を製造しているプラントのほ
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図3　中間処理場におけるコンクリート塊の再資源化フローの一例

図4　コンクリートリサイクルのサプライチェーン

ぼ全てで，再生砕石や再生砂も製造している。理由は，

受け入れたコンクリート塊の全てをコンクリート用の再生

骨材の原料とできないためである。中間処理場では，

通常，土砂や仕上げ材などの不純物を一定量含むコ

ンクリート塊を受け入れており，コンクリート用の再生骨

材を製造する際には，それらを分離する必要があるが，

不純物が多いと，それは大変な作業となり，歩留まりも

悪くなる。このため，不純物の少ないコンクリート塊をコ

ンクリート用の再生骨材の原料とし，それ以外を再生砕

石や再生砂の原料としているのが一般的である。

　中間処理場にとっては，受け入れたコンクリート塊の

全てが再利用できる形で処理できること（できるだけ廃棄

物を出さない），在庫過多にならないこと，生産性が高

いことが，重要とされている。

2-4．コンクリート塊の再利用をめぐる課題

　図４は，コンクリートリサイクルのサプライチェーンである。
　コンクリート塊の排出量は，前述のとおり，建設投資

の推移，つまり建設工事量に連動する傾向がある。一

方，再生砕石の用途はほとんどが道路用の路盤材な

ので，公共工事量に連動する傾向がある。両者にギャッ

プが無ければ，リサイクルは順調に進むが，前述のよう

に，コンクリート塊の排出量は増加に転じており，両者

のギャップは広がる恐れは高い状況にあると考えられる。

また，全体的な数量において問題がなく，バランスが

取れていても，排出場所と利用場所が一致しない，解
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表1　「東京ブランド “粋な”えこ石」の技術認証 3）

体時期と使用時期のタイミングが一致しない，などの問 地盤材料としての用途拡大に向けた取組みが行わ

題があれば，リサイクルは滞ることになる。現に，解体 れ，次のような項目について規格化がなされるとともに，

現場が中間処理場の近くにあっても，道路用の路盤材 再生砕石利用拡大支援制度が新設され，表１のよう
需要が周辺に無ければ，その中間処理場ではコンクリー な用途に対して，「東京ブランド “粋な ”えこ石」として

ト塊を受け入れられないという事態は生じている。都市 技術認証が行われた3）。現在，ブランド認証は終了し

部の中間処理場にとって，これは深刻な問題となってお ているが，規格は東京都土木材料仕様書に掲載され

り，撤退・継続・ポジション変更等を考えざるを得ない ている。

状況に陥っているとされる。 　① 地盤材料として使用する場合の品質管理プロセス

　一方，ゼネコン側からすると，原則化ルールがあるた 　・解体～再生砕石製造まで全プロセスで規定を満足

め，受け入れ可能な中間処理場が近くになければ，遠 　すること（業界団体が一体となって品質管理プロセス

くまで運ばなければならないことになり，環境への負荷も 　を規格化）

大きくなる。 　② 地盤材料として使用する場合の性能

　このように，コンクリート塊の排出量が多くなっている 　・用途に応じた力学性能に関する規定を満足するこ

ものの，路盤材需要は限られるため，中間処理事業の 　と（粒度分布，すり減り減量など）

継続のためにも，再生砕石の地盤材料としての用途拡 　③ 地盤材料として使用する場合の環境安全性

大と，再生骨材コンクリートの普及は，特に都市部にお 　・利用形態の有姿での溶出試験（JIS K 0058 -1）結

いて喫緊の課題といえる。 　果が土壌溶出量基準を満足すること

　・粉砕試料による含有量試験（JIS K 0058 -2）結果

3．地盤材料としての用途拡大に向けての 　が土壌含有量基準を満足すること

検討と環境安全品質 　なお，全国的な展開は進んでいないようである。わが

国では，今後大規模な自然災害も想定されており，コン

3-1．東京都による再生砕石利用拡大の支援 クリート塊は災害廃棄物として発生し，盛土材料として

　東京都では，再生砕石を扱う業界団体（東京建設 使用される可能性もあることから，地盤工学的利用が期

業協会，東京都産業資源循環協会，東京建物解体 待される4）。したがって，このような事情からも，発生地

協会）が一丸となって合同 WGを組織し，再生砕石の によらず災害廃棄物としての適正かつ円滑・迅速な対
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表2　溶出試験条件 5）
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図6　破砕した硬化モルタル片の CaCO₃含有率 8）

り土壌に近く，現状の枠組みでは JLT-46法で環境安 ように進むのか，硬化モルタル片を用いたモデル試験に

全品質を評価することになっていること，また，有姿で よって検討することとした。

も複数のサンプルで土壌環境基準を上回る Cr（ Ⅵ）溶出 　試験では，セメントの種類（普通ポルトランドセメント：

量が認められることから，再生砂の地盤材料としての OPC，高炉セメント B種：BB）と水セメント比（60％，40％）

用途拡大に向けた取組みが見送られたようであり，今 の異なるモルタル試験体を 1年間封緘養生した後，破

後の課題と考えられる。 砕後（0.5 -0mm，2 -0.5mm，5 -2mmに分級）の暴露

条件（乾燥条件：D，乾湿繰返し条件：DW）を変え，

4．解体コンクリートによる二酸化炭素の固定 炭酸化の進行を CaCO₃含有率で評価している。結果

は図６のとおりである8）。

4-1．北欧における取組み 　暴露環境としては，乾湿繰返し条件の方が CaCO₃

　近年，カーボンニュートラルやカーボンリサイクルに関 含有率は高いこと，粒度が細かいほど CaCO₃含有率

する関心が高まっており，供用時および解体時のコンク は高いこと，W/Cが低くても粒径が小さい粒子では

リートの中性化による CO₂固定分を，LCCO ₂の算定過 CaCO₃含有率は高くなること，セメント種類については

程で「割引き」することが，日本でも議論されるようになっ OPCより BBの方が CaCO₃含有率が低いことなどが明

ている。そのきっかけとなったのは，筆者も参加した らかとなった。つまり，炭酸化の進行は，粒径が小さい

2005年にカナダで開催された国際会議における Per 粒子では，短期間で進んでおり，その影響は無視でき

Jahren博士（P.J CONSULT A/S）からの，次のよう ないということである。

な指摘であった7）。 　そこで，首都圏近郊の８つの中間処理工場から再生

・解体コンクリートは，破砕によって新しい表面積が増 砕石を入手し，５㎜通過分の細粒に含まれるセメント

え，急速に中性化する。 ペースト中の CaCO₃含有率を調べ，再生砕石 1t当たり

・中性化によって空気中の CO₂は固定されるので， の CO₂固定量を推定したところ，約 11㎏が固定されて

LCCO₂の算定に含めるべきである。 いるという結果となった。土木学会の試算方法9）を参考

　もし，解体後のコンクリートの CO₂固定量が LCCO₂ にコンクリートの LCCO₂を算出すると，CO ₂固定量は図
にカウントしなければならないほどの量であれば，確か ７に示すように，コンクリートの LCCO₂の約 5.5%にあた

に，国家インベントリに反映する必要があり，日本でも ることがわかった8）。

検討が必要と考えられた。

4-3．国総研による全国調査

4-2．硬化モルタル片を用いた試験による検討 　これらの研究報告を受けて，国土交通省国土総合

　そこで，解体後のコンクリートによる CO₂固定がどの 技術研究所において再生砕石試料による CO₂固定量
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（a） 再生砕石を対象とした試験結果 （b） 再生砂を対象とした試験結果

図5　再生砕石・再生砂のCr（Ⅵ）溶出試験結果 5）

応ができるよう，全国的な展開を進めるべきと考えられる。 係になった。JLT -46法で Cr（ Ⅵ）溶出量が他の方法に

比べ，明らかに大きくなっており，土壌環境基準を上回

3-2．溶出試験条件が溶出試験結果に及ぼす影響 るものもあった。同じ質量でも 2mm通過試料の方が，

　土を対象とした溶出試験は，石を取り除いて試験す 平均粒径が小さく，溶媒に接する表面積が大きいこと

るという意味で 2mmふるいを通過した試料を対象に行 に加え， 2mm通過試料に含まれるセメント含有量が多

われるが，再生砕石や再生砂についても同様に試験す いことが影響していると考えられる。一方，再生砂の 

る点は疑問がある。そこで，表２に示すように，溶出 Cr（ Ⅵ）溶出量は概ね JLT-46法＞ TL法＞ JIS法・バッ

試験条件の違いが，六価クロム（以下， Cr（ Ⅵ）と称す） チ法の関係になり，有姿のままでも環境基準を上回るも

の溶出量に及ぼす影響について検討した5）。環境庁告 のが複数あった。

示第 46号による溶出試験（以下，JLT -46法と称す）の

ほか，試料を有姿とすること以外は JLT-46に準じた溶 3-3．環境安全品質をめぐる課題

出試験（以下，バッチ法と称す），溶出操作を攪拌とす 　再生砕石については，製品有姿と 2mm通過試料で

ることで有姿のまま溶出試験を行う JIS K 0058-1による は粒度が大きく異なるため，製品有姿で試験する方が

溶出試験（以下，JIS法と称す），さらに強制的な溶出 現実に近いと思われる。したがって，スラグ類での検討

操作を行わない代わりに試料を長期間浸漬する建設省 結果6）と同様に，製品有姿での溶出試験（JIS法）と粉

技調発第 49号によるタンクリーチング試験（以下，TL 砕しての含有量試験を行うことで，環境安全品質を評

法と称す）の 4つである。 価する方が合理的であると考えられ，東京ブランドにお

　再生砕石・再生砂の溶出試験結果を図５に示す。 いて規格化されたようである。

再生砕石の溶出量は JLT-46法＞ TL法＞ JIS法の関 　一方，再生砂については，再生砕石と比べると，よ



 

 

 

 

 

 

 

図7　コンクリートの LCCO₂の算出結果 8）

表3　採取試料の供用条件，供用年数，CO₂固定量 10）

の，本格的な全国調査（45都道府県の46工場）が行

われた10）。

　採取した試料の供用条件，供用年数，CO₂固定量

は表３のとおりである10）。平均供用年数  30年程度で

CO₂が15.2㎏固定されていたことがわかった。また，

図８は，大気暴露後のCO₂固定量の変化10）であるが，

1か月の保管で8.5kgがさらに固定されていた。この量 過剰に意識するあまり，不当にリサイクルの推進が妨げ

は，コンクリートのLCCO₂の約12%にあたる。 られないような仕組みの構築が必要であると考えられる。

4-4．今後の展望 5．まとめ
　脱炭素社会の実現に向けて，NEDO（国立研究開

発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の「グ 　大迫委員長から「現場から見た再生砕石・再生砂

リーンイノベーション基金事業／ CO₂を用いたコンクリー 利用の現状と展望」について話題提供してほしいとの要

ト等製造技術開発プロジェクト」11）を始めとして，大型の 請を受け，筆者なりにこれまでの調査結果や検討結果

技術開発が進められているが，解体コンクリートによる を整理してみた。

CO₂固定を利用して，コンクリートリサイクルの現在のサ 　まとめを，以下に示す。

プライチェーンを生かしつつ，環境安全品質とのバラン 　（1） 1992年以降，減少していたコンクリート塊の排

スを取りながら，用途や適用箇所に合わせて，再生砕 出量は，2018年には増加に転じており，道路用の路

石・再生砂の地盤材料としての用途拡大を図ることも 盤材への利用だけでは，行き詰まる可能性が高い。

重要な取組みではないかと考えられる。 　（2）都市部ではすでに，再生砕石は滞留傾向にあ

　例えば，期待されるCO₂固定量が獲得できた場合 り，複数の中間処理場が撤退・継続・ポジション変更

に，中間処理業者に何らかのインセンティブを与えるこ 等を考え始めている。

とで，地盤材料としての用途拡大も進むことが期待され 　（3）東京都では，再生砕石の再利用用途拡大に向

る。再生砕石・再生砂利用をめぐる環境安全品質に けての検討が行われているが，全国的には進んでいな

関しては，環境被害を未然に防ぐのはもちろんのこと， い。今後，大規模な自然災害も想定されており，発生
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図8　大気暴露後のCO₂固定量の変化 10）

地によらず災害廃棄物としての適正かつ円滑・迅速な対

応ができるよう，全国的な展開を進めるべきと考えられる。

　（4）脱炭素社会の実現に向けて，コンクリートの再

資源化によるCO₂固定化が脚光を浴びている。期待さ

れるCO₂固定量が獲得できた場合に，中間処理業者

に何らかのインセンティブを与えることで，再利用用途の

拡大も進むことが期待される。

　（5）再生砕石・再生砂利用をめぐる環境安全品質

に関しては，環境被害を未然に防ぐのは勿論のこと，

過剰に意識するあまり，不当にリサイクルの推進が妨げ

られないような仕組みの構築が必要であると考えられる。

【謝辞】本稿の取りまとめに際し，北海道大学の北垣亮
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二羽　淳一郎

　日本学術振興会（JSPS, 学振）という組織を
ご存じだろうか。文科省の外郭団体の独立
行政法人であり，大学関係者であれば，科
学研究費，特別研究員等でなじみがあると
思う。この学振の中に学術システム研究セン
ターという組織がある。
　センターには，大学等の本務を持つ兼業
の主任研究員と専門研究員が在籍する。筆
者は2020年 3月までの4年間，工学系の主
任研究員を務めたので，そのときの経験を紹
介したい。
　主任研究員は，全学術分野を人文，社
会，数物，化学，工学，生物，農学・環境学，
医歯薬学に分けて，それぞれ2名ないし3名
が選ばれていた。主任研究員の仕事は，毎
月2回主任研究員会議に出席する他，科研
費 WGや特別研究員 WGに出席し，また担
当分野の月例の専門研究員会議の司会を行
う。大学は，これらの会議が行われる金曜日
には出勤する必要はなく，また主任研究員の
手当ての他，調査研究費や海外調査旅費も
支給された。なお，自分の申請した科研費の
審査も通りやすくなるのではと思われがちであ
るが，それは全くない。研究員は審査が公
平に行われていることを厳しくチェックする
が，審査自体には関与していない。
　毎回の主任研究員会議の冒頭には45分く
らい時間をとり，各研究員が順番にプレゼン

することになっており，筆者の専門とは全く異
なる世界を垣間見ることができた。文学系の
方の話には，成人向きの内容のものもあった。
化学・生物分野の研究は，急速にナノレベ
ルに進み，医学・病理学と親和性がある。
医学では，内科と外科ではかなり方向が異な
り，外科は工学の実験系に近い。このように，
楽しい時間を過ごすことができた。
　対面形式の審査会への陪席，各種公募
要領の審議や改訂など，思った以上に多くの
作業があったが，何とかこなしていくことがで
きた。
　ただし，主任研究員にとって非常に苦痛な
会議が年に1度あった。ここからが本題であ
る。それは，日本学術振興会賞・審査会へ
の陪席である。われわれ大学の教員は，卒
論，修論，博論の発表会，学会発表の際
の質疑などでは，リラックスして，割と自由に
発言するのが常である。これは，自分自身が
その分野に詳しく，何が問題なのか，そのプ
レゼンの良い点，物足りない点が理解できる
からである。ところが，この審査会は全く様
相を異にするのである。
　例年，5月の連休前に膨大な数の推薦書
が届くが，まずこれを仕分けて予備審査の担
当者を決める。専門研究員1人がおおよそ10
件以上を担当するが，誰が適当かを考えるの
が大変であった。科研費の審査区分では，

工学はC，Dの大分野に分かれ，それ
ぞれが複数の中分野に分かれている。
Cの中分野は，機械系，電気電子系，
土木系，建築系などであり，Dの中分
野は，化工系，ナノマイクロ系，応物系，
人間医工学系などである。基礎的な分
野がC，先進的な分野がDと大別でき
るかもしれない。先任の主任研究員は
応物系の専門家であったが，超人的な
才能の持ち主で，あっという間に推薦
書をCとDに区分して，私がDを担当
するのであなたはCをということになっ
た。担当分けの後，自分でも多少の予
備審査を行った。Cといっても実に幅広
く，使っている専門用語自体よくわから
ない。「ペロブスカイト」，「AlGaNトラン
ジスタ」，「メタマテリアル」等々，全然
わからない。土木・建築系の応募があ
ると本当にほっとした。
　専門分野における予備審査の後，理工系
の主任研究員が集まって，理工系からの推
薦者を決定する。この時は，理工系に想定
される受賞枠の約 2倍の推薦（候補＋補欠）を
行い，審査会で半分に絞るというプロセスで
ある。自分が担当した応募者が推薦枠に入っ
た場合は，審査会で説明することになる。
　例年 10月に行われる審査会ではノーベル
賞受賞者を含む錚々たる顔ぶれの委員長や
委員の前で，各主任研究員が短い時間で推
薦の説明をする。その後，なぜだかわからな
いが，審査員から主任研究員に向けて，度々
厳しい質問が浴びせられるのであった。
　筆者も4年間の任期の間，数回説明を行っ
たが「自分がよくわかっていない」ことをもっとも
らしく説明し，しかも厳しい質問に答えなけれ
ばならないので，本当に冷や汗をかいた。説

明内容を文書にしておき，わかりやすく説明し
たつもりである。しかし中には，参考文献〇
〇のcorresponding authorは誰かなど，そ
の場ですぐに答えられないような質問を受けた
主任研究員もいて，本当に大変であった。
審査の参考となるように主任研究員が説明し
ているにもかかわらず，主任研究員が審査員
から厳しく責められるのは，本当に理不尽で
あった。
　なお，2018年に就任された里見理事長の
英断で，審査会の委員長や委員が大幅に交
代となった。そして，それ以降審査会で審査
員と主任研究員が対峙するというような図式
がなくなったのは何よりである。

［にわ　じゅんいちろう／

東京工業大学名誉教授　工博］

イラスト･タイトル　宮島幸次
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コンクリートの「中性化」と
強制的な「炭酸化」の違い 

The difference between "neutralization" and "carbonation" of concrete

取違　剛　　渡邉　賢三　　関　健吾　　向　俊成

1．はじめに

　コンクリートは，圧縮強度に優れ，耐久的であり，

かつ安価な，それでいて様々な形を造ることができる，

構造物の建設になくてはならない材料である。近年，

これらの特長に加えてコンクリートによるCO₂の固定化と

いう新しい価値に注目が集まっている。筆者らも，コン

クリートにCO₂と反応して硬化する特殊な混和材を配合

し，成型した後に強制的にCO₂ガス環境下で養生（以

下，炭酸化養生と称す）してコンクリート中にCO₂を固

定化するCO₂吸収コンクリートの開発および実用化を

行ってきた1）。

　これは，コンクリートの「炭酸化」を利用した技術であ

るが，一般にコンクリート中の水和物と空気中のCO₂が

とりちがい　たけし　／　TORICHIGAI Takeshi
鹿島建設（株）　技術研究所

わたなべ　けんぞう　／　WATANABE Kenzo
同上

せき　けんご　／　SEKI Kengo
同上

同上
むかい　としなり　／　MUKAI Toshinari

反応して生じる「中性化」が劣化現象として知られている

ため，コンクリートにおける「炭酸化」と「中性化」が同一

視されることが多いように思われる。本稿では，一般的

に考えられている「中性化」と，強制的な「炭酸化」の違

いについて整理し，過去の研究成果をレビューしつつ，

炭酸化養生を行ったCO₂吸収コンクリートの今後の可能

性について述べる。

2．CO₂の供給によりコンクリートに
生じる現象

　コンクリートに二酸化炭素（CO₂）が供給されたとき，

CO₂と，コンクリート中の水酸化カルシウム（Ca（OH）₂）

が反応して炭酸カルシウム（CaCO₃）が生成される。そ

の反応式は以下のとおりである ）。 

Ca（OH）₂ ＋ H₂CO₃　⇒　CaCO₃ ＋ 2H₂O

　また，Ca（OH）₂だけでなく，ケイ酸カルシウム水和物

（C-S-H，代 表 的 な 化 学 組 成：3CaO・2SiO₂・

3H₂O）やエトリンガイト（3CaO・Al₂O₃・3CaSO₄・

32H₂O），モノサルフェート（3CaO・Al₂O₃・CaSO₄・

12H₂O）などの鉱物もCO₂と反応する2）。

3CaO・2SiO₂・3H₂O ＋ H₂CO₃　⇒　3CaCO₃ ＋

2SiO₂ ＋ 4H₂O

図1　中性化による劣化のメカニズム 3）

3CaO・A  l₂O₃・3C  aSO₄・32H  ₂O ＋ H₂CO₃ ⇒　 ト内部に進行することによって，コンクリート中の鉄筋位

3CaCO₃＋ 2Al（OH）₃ ＋ 3CaSO₄＋ 30H₂O 置の pHがアルカリから中性域に近づくと，コンクリート

3CaO・  Al2O₃・  CaSO₄・  12H₂O ＋ H₂CO₃ ⇒　 中の鉄筋が錆び，かぶり部が鉄筋腐食による膨張でひ

3CaCO₃ ＋ 2Al（OH）₃ ＋ CaSO₄ ＋ 10H₂O び割れや剥落を生じる。これが，一般的な「中性化」に

よるコンクリートの劣化である。平成 8年制定土木学会

　いずれの反応においてもカルシウムイオン Ca 2+と炭酸 コンクリート標準示方書「施工編」において，コンクリート

イオン CO₃ 2-が反応して CaCO₃を生成することから，こ の品質として，それまでの「強度」に加えて「耐久性」が

の現象は「炭酸化」と呼ばれる。また，この反応は CO₂ クローズアップされた際に，コンクリートの耐久性は， ①

が供給されれば生じる現象であるので，CO ₂が自然状 コンクリート自身の劣化（凍害や化学的浸食，アルカリ骨

態で供給されるものであっても，人為的であっても現象 材反応）に対するものと， ②「鋼材を保護する性能」に

として変わりはない。 大別されること，そして，中性化は後者にあたる現象

であると示されている。すなわち，中性化は，コンクリー

3．コンクリートの中性化 ト自身の劣化ではないことがコンクリート標準示方書で明

言されている。また，（公社）日本コンクリート工学会の

　コンクリートの劣化の一つとして，中性化がある。（公 過去の研究報告3）でも，図 1に示すように，中性化に
社）日本コンクリート工学会のコンクリート技術の要点 ’22 よる劣化メカニズムについて，「中性化は，コンクリート

には，「中性化とは，一般に「空気中の」CO₂の作用を 自体に悪影響をおよぼすものではない」との記載がある。

受けて，コンクリート中の Ca（OH）₂が「徐々に」CaCO₃に 　ここで，大気中の CO₂の濃度は，この数十年で増え

なり，コンクリートのアルカリ性が低下する現象をいう。」と たと言われているが，それでも 0.04%程度であり，極め

記されている。実際には，環境や時間によって，前述 て低い。よって炭酸化反応は，極めてゆっくりとコンクリー

のケイ酸カルシウム水和物やエトリンガイト，モノサル ト表面から内部に進行していく。その速さは，環境条

フェートの反応も生じている。 件や配（調）合条件によって異なるが，通常は数十年で

　前述した炭酸化の反応式のうち，コンクリートに高ア 表面から数センチ程度である。

ルカリを付与する Ca（OH）₂とC O₂との反応がコンクリー 　一方数十年の間に，水や日光，降雪などの影響を
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図4　CO₂濃度がカルサイトとバテライトの生成割合に及ぼす影響
［参考文献10）に筆者が一部加筆］

図5　中国大地湾遺跡 11）

明らかにしている8）。

　また，伊代田らは，炭酸化による反応機構そのもの

が，自然環境のCO₂濃度と促進環境のCO₂濃度によっ

て異なることに言及しており9），高濃度CO₂環境下では，

CaCO₃として，空隙充塡効果の高いバテライトが優先

的に生成されることを明らかにしている（図4）10）。
　さらに，5,000年前に構築されたと推測されるコンクリー

ト（図5）11）や，約2,000年前の古代ローマコンクリートなど
においても，コンクリートの炭酸化が確認されており12），

炭酸化反応は，コンクリートの緻密化だけでなく，化学的

な安定性にも寄与すると考えられる。

図6　高炉スラグセメント硬化体の炭酸化による
空隙構造の変化 13）

　なお，混和材を多量に用いたコンクリートを促進炭酸

化させる場合には留意が必要と考えられる。坂井らは，

高炉スラグ微粉末を50％および80％置換したセメント

ペーストを対象に材齢7日から促進炭酸化を行っており，

高炉スラグ微粉末の置換率50％の場合（図6の左のグ
ラフ），総空隙量は減少するものの，0.1～1μmの比較

的大きな径の空隙が増加する結果を得ている。また，

高炉スラグ微粉末置換率80％（図6の右のグラフ）の場
合には，促進炭酸化によって空隙が著しく増加する結

果を示している。

図2　水門高欄における中性化による劣化事例 3）

受け，乾湿や温度変化を繰り返すことで，コンクリート

表面部には成分の溶脱や乾燥・温度変化，凍結融解

等に伴う微細ひび割れなどが生じ，これが中性化と並

行して進行することになる。その結果，中性化と各種

環境作用の「複合劣化」によって，図2に示すように，
鉄筋腐食に加えて，かぶり部のコンクリートが脆弱化す

る場合がある。この場合，組織が粗になり，コンクリー

トの表面は著しく低強度化することが多い。中性化によっ

て劣化したコンクリートが，鉄筋の腐食を生じるとともに，

かぶり部のコンクリートも脆くなっていることが多いのは，

この理由からである。この複合劣化が，あたかも「中性

化によってコンクリートそのものが劣化する」という誤解を

生んでいるように思われる。

4．コンクリートの強制炭酸化

　CO₂吸収コンクリートの製造過程では，コンクリートの

練混ぜ・成型から数日～十数日の短時間に，人為的に

CO₂を供給しながら養生する「炭酸化養生」を行う。この

過程では，セメントの水和に加えて炭酸化が進行し，コ

ンクリートの強度低下などは発生しないばかりか，新しい

機能を付加することが可能である。コンクリートの炭酸

化養生（英語ではCarbonation Curingと表現される）

に関する過去の文献のレビューを取りまとめた

Fernandezによると，一般的なコンクリートを材齢初期

から高濃度のCO₂環境下で炭酸化養生することで，

CaCO₃の析出反応に伴う空隙の充塡効果によって組織

図3　低熱ポルトランドセメントの炭酸化養生による
細孔径分布の変化 3）

が緻密化し，強度は増加するとされている4）。高田らは，

W/C=50～70％の普通コンクリートを対象に材齢初期か

ら促進炭酸化を行い，CO₂濃度 1％や10％の環境下で

は，コンクリートの圧縮強度が増加することを明らかにし

ている5）。また，坂井らは，このような炭酸化反応によ

る組織の緻密化をさらに高める技術として，普通ポルト

ランドセメントや高炉セメントよりも低熱ポルトランドセメント

が，炭酸化反応によってより緻密な空隙構造を形成可

能なことを明らかにしている（図3）6）。この現象について
坂井らは，以下のように説明している。

　・ビーライトの水和において，エーライトに比べてCa

　　（OH）₂よりもC-S-Hが多く生成される

　・Ca（OH）₂が炭酸化した場合にはカルサイトが，　　

　　C-S-Hが炭酸化した場合にはバテライトの生成が多く

　　なる7）

　・カルサイトとバテライトの密度はそれぞれ2.71g/cm³

　　と2.54g/cm³であり，同一質量において占有体積

　　の多いバテライトが多く生成されることで空隙がより

　　緻密化する

　すなわち，ビーライトを多く含む，または，C-S-Hを

多く生成するセメント系材料は，炭酸化養生によってバ

テライトの生成に伴う著しい緻密化が可能となる。この

研究成果を踏まえて筆者らは，CO₂との反応性の高い

特殊なγ型のビーライト（ダイカルシウムシリケートγ相，以

下，γ-C₂Sと称す）を内添しつつ，各種ポゾラン材料を

混和材として用いたコンクリートを，若材齢から炭酸化

養生することで，非常に緻密な硬化体が得られることを
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図7　長寿命化コンクリートEIEN13）

図8　カーボンネガティブコンクリート　CO₂-SUICOM17）

では，反応の時間軸や反応機構が異なることに留意が

必要である18）。特に，鋼材や鉄筋の腐食への影響は，

コンクリートの中性化よりも水分浸透の方が大きいことが

明らかにされており19），そのことは，土木学会コンクリー

ト標準示方書（RC示方書）や建築学会建築工事標準

仕様書（JASS５）にも掲載されている。これらの知見を

応用すれば，強制炭酸化したコンクリートを鉄筋コンク

リートに適用できる範囲も拡大できるものと考えられる。
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5．炭酸化養生によるコンクリートの高機能化 CO₂排出量削減，ならびにコンクリートへの CO₂固定の

観点からコンクリートの材料・配合・炭酸化養生条件に

　この炭酸化養生によるコンクリートの緻密化技術を用い ついて検討を進め16），C O₂排出量実質ゼロ以下となる，

て，筆者らは，コンクリートの表面部分に極めて密実な カーボンネガティブコンクリート「 CO₂-SUICOM」を開発し

層を形成することで，高い物質遮断性を付与しつつ，溶 た（図8）17）。コンクリートへの CCU（Carbon dioxide 

脱に対する抵抗性を普通のコンクリートの 100倍以上に高 Capture and Utilization）技術の一つとして，今後の展
13）。めた，長寿命化コンクリート「EIEN」を開発した（図7） 開が期待されている。

このコンクリートのカルシウム溶脱に対する抵抗性を解析

的に評価した結果，10,000年後にも数 cmのみしか溶 6．おわりに
脱が進まず，健全な状態を担保できるとの予測結果を

得ている14）。また最近では，低熱ポルトランドセメントに， 　冒頭でも述べたように，コンクリートによる CO₂の固定

膨張材と塩分吸着性能をコンクリートに付与できるCaO・ 化には大きな期待が寄せられている。社会課題の解決

2Al₂O₃（CA ₂）を添加したセメント系材料をごく表層だけ に向けて，新しい技術を普及展開していくためには，生

炭酸化させることで，溶脱抵抗性と塩分浸透抵抗性が じる現象を正しく捉え，品質の担保を前提に適用できる

著しく向上されることが明らかになっている15）。 構造物や部材を探っていくことが重要である。コンクリー

　また，同じ炭酸化養生技術を用いつつ，材料起因の トの炭酸化においては，「中性化」と「強制的な炭酸化」
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アルカリシリカ反応抑制技術の検討 
Investigation of Technology to Suppress Alkali-silica Reaction

中村　慶一郎　　桐山　宏和　　石田　剛朗　　伊藤　智章

1．はじめに

　新設構造物に対する既存のアルカリシリカ反応（以

下，ASR）対策としては， ①アルカリ総量の抑制， ②

混合セメントもしくは混和材の使用， ③化学法またはモ

ルタルバー法で無害と判定された骨材の使用が一般的

である。しかし，将来的に火力発電所が廃止されると

フライアッシュの供給量が減少する可能性があり，また

骨材事情の悪化から無害でない骨材が増加する可能

性もある。今後，わが国において，混和材を多く用い

ることができないコンクリート構造物では，ASRがより大

きな問題となる可能性は否定できないと考えられる。

　既存のASR抑制対策として代表的な方法は，高炉

スラグ微粉末やフライアッシュ，シリカフューム，メタカオリ

なかむら　けいいちろう　／　NAKAMURA Keiichiro
UBE三菱セメント（株）
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ンなどの鉱物質微粉末(supplementary cementitious 

materials：SCM）をコンクリートに混入する方法である。

SCMを混入したモルタルやコンクリートは，Siの増加や

セメントの置換による相対的なCaの低下により，

C-S-Hの組成が低 Ca/Siモル比となる。低 Ca/Siモ

ル比のC-S-Hは，空隙水のアルカリをより多く固定す

ると言われている1）。また，SCMのうち，Alを多く含

むポゾラン材などでは，Alが C-S-H中のSiと置換し

C-A-S-Hが生成され，その際，Alは４配位のSiと置

換するため，一価の陽イオン（この場合，Na +やK+等

のアルカリ金属イオン）を固定すると言われている1）。そ

の他のASR抑制技術としては，リチウム塩を使用する

方法が挙げられ，アルカリシリカゲル中のアルカリ金属と

リチウムが置換されることによって，アルカリシリカゲル

が非膨張性に改質されるため膨張が抑制されると言わ

れている。この方法は，現在わが国では既設構造物

の補修工法として採用されており，ひび割れ注入や内

部圧入等により，亜硝酸リチウムをコンクリート内部へ

浸透させる。しかし，例えば，亜硝酸リチウムの内部

への浸透やASRの停止に関してその確実性が不透明

であること，リチウム塩が高価であること等が課題と考

えられる。また，比較的新しい技術として，空隙水の

アルカリ金属イオンを吸着および固定化する材料が検

討されており，ゼオライトやプロピオン酸カルシウムがそ

れに該当する2,3）。

　本研究では，前述した従来の対策技術の代替とな
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表1　使用材料

表2　ASR抑制効果を検討した混和材料

るような材料の探索を目的として，種々の材料のASR

抑制効果を評価した。具体的には，モルタルバー法を

参考に，種々の材料を添加してASR促進試験を実施

し，膨張抑制効果を評価した。

2．実験概要

2-1．使用材料および検討材料

　使用材料を表１に，ASR抑制効果を検討した混和
材料を表２に示す。

2-2．ASR抑制効果の評価方法

　試験は，細骨材の粒度調整を行っていないことを除

き，JIS A 1146（骨材のアルカリシリカ反応性試験方法

（モルタルバー法））に準拠して実施した。ASR抑制効

果は，表１に示した “無害でない”と判定された細骨
材を使用し，表２に示した検討材料を所定量添加した
場合に膨張がどの程度抑制されるかで評価した。モル

タルバーの貯蔵では，40±2℃，相対湿度 95％以上の

養生環境を確保するための手段として，滴らない程度

に水分を吸収した吸取紙でモルタルバーを覆い，さら

にポリプロピレン製の袋に入れ密封した状態で，40℃

の温水中で養生する方法を採った。アルカリ濃度調整

剤として，水酸化ナトリウムをセメントの全アルカリが

Na2Oeqで1.2%となるように添加した。また，一部，

アルカリ濃度調整剤として塩化ナトリウムを使用し，上

記と同様に添加した水準についても試験を実施した。

2-3．試験水準

　試験水準を表３に示す。各検討材料について，一
般的な添加量および添加方法を考慮し，適切に評価

できるよう設定した。

3．ASR試験（モルタルバー試験）結果

3-1．細骨材ロットや供試体作製日の異なるモルタ

ルバーの膨張率の比較（Reference）

　モルタルバー試験の再現性を確認するため，細骨
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表3　試験水準

図1　骨材ロットや供試体作製日の異なるReferenceの膨張率の比較

材ロットや供試体作製日が異なる，検討材料を添加し 加した場合のモルタルバー試験の結果を図２に示す。
ていない普通ポルトランドセメント単味（Reference）の BFS4000-20%，FA Ⅱ種-7%，SF（銘柄C）-3%およ

水準の膨張率を比較した。その結果を図１に示す。 び MK-3%は，Referenceよりも膨張を抑制できている

材齢 13週程度まではおおむね同様の膨張率を示して ものの，膨張傾向にあることから，いずれも添加量が

いるが，材齢が進むにつれ差が生じ，最終的には 0.4 不足していると考えられる。 FAⅡ種-15%，SF（銘柄

～ 0.7%の範囲でばらつきがある。これは骨材のロットや C）-7%および MK-7%は，膨張速度に差はあるものの，

粒度分布，モルタル硬化体中の骨材の分布状況など 材齢 65週までに 0.15～ 0.2%まで膨張した。それに対し，

が影響したためと考えられる。Referenceの試験結果 BFS4000-40%は材齢 65週まで膨張しなかった。以上

は ASR抑制効果を評価する上での基準となるため， の結果から，SFや MKは，FA Ⅱ種の半量程度で同

作製日が近く，同一ロットの骨材を使用したものを比較 等の ASR抑制効果があること，BFS4000 -40%は長期

対象とすることとした。 材齢でも優れた ASR抑制効果を有することが分かった。

　また，上記 4種類の材料の化学組成を表４に示す。
3-2．BFS4000・FA Ⅱ種・SF・MKの試験結果 SFと MKは同一添加量で同等の効果を示しているこ

3-2-1．BFS4000・FA Ⅱ種・SF（銘柄C）・MKの と，同一添加量では FAⅡ種の方が SFや MKに比べ

試験結果 て効果が小さいことから，混和材中の SiO₂とA l₂O₃の

　BFS4000，FA Ⅱ種，SF（銘柄C）および MKを添 比率よりも非晶質量の方が ASR抑制に寄与していると

図2　BFS4000，FAⅡ種，SF（銘柄C）およびMKのモルタルバー試験結果

表4　BFS4000，FAⅡ種，SF（銘柄C）およびMKの化学組成

図3　シリカフュームの銘柄別のモルタルバー試験結果

考えられ，非晶質量が多いほどASR抑制効果は高い ニズムは明らかではないが，BET比表面積が小さいこ

と考えられる。 とによって，シリカフュームのモルタル中での分散性が

高まり，低 Ca/Si比のC-S-Hがより多く生成し，細孔

3-2-2．シリカフュームの銘柄別の試験結果 溶液中のアルカリをより多く吸着・固定した可能性が考

　SFの銘柄や種類の影響を確認するため，コンクリー えられる。

ト用混和材として一般的に用いられる銘柄 A～D，電

融ジルコニア製造時の副産物でありBET比表面積が 3-3．VG・廃ガラス粉末・Al源の試験結果

小さい銘柄Eについて，試験を実施した。その結果を 　VG，廃ガラス粉末およびAl源を添加した場合のモ

図３に示す。一般品の銘柄A～Dに比べ，BET比表 ルタルバー試験の結果を図４に示す。VGの場合，
面積の小さい銘柄Eはいずれの添加量でも膨張が小 BET比表面積の大きいⅠ種の膨張率が最も小さく，

さく，銘柄 Eを5%添加した水準は，材齢 39週で膨張 FAⅡ種と同等となった。廃ガラス粉末は，主に表２に
率0.0250%と，膨張はわずかであった。BET比表面 示した化学組成からなる非晶質体であり，ガラス中の

積の小さいシリカフュームのASR抑制効果が高いメカ SiO₂が骨材中の反応性鉱物よりも先にアルカリ金属と
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図4　VG（左），廃ガラス粉末（中央）およびAl源（右）のモルタルバー試験結果

図5　脂肪酸類のモルタルバー試験結果（水酸化ナトリウム使用）

反応し，微小な非膨張性のアルカリシリカゲルを生成し 3-4．脂肪酸類の試験結果

ASRを抑制することを期待して選定した。しかし，い 3-4-1．アルカリ濃度調整剤として水酸化ナトリウムを

ずれの水準も Referenceと同等の膨張率を示してお 使用した場合

り， ASR抑制効果がないことが分かった。この原因と 　アルカリ濃度調整剤として水酸化ナトリウムを使用し

して，廃ガラス中の Na₂Oが溶出し，SiO ₂によるアルカ た場合の脂肪酸類のモルタルバー試験結果を図５に示

リ金属の消費効果が薄まったこと等が考えられる。 Al す。なお，図中の “モル比 ”は，モルタル中の有機酸

源の場合，既往の研究4）で ASR抑制効果が確認され イオン／全アルカリイオンのモル比を示し，“添加量 ”は，

ているγ-Al₂O₃は膨張を抑制したが， α-Al₂O₃および セメントに対する各脂肪酸類の無水物換算の質量の割

Al（OH）₃では大きく膨張した。これは， γ-Al₂O₃に比 合を示す。各脂肪酸類のモル比が  0.3の場合，

べ，α-Al₂O₃および Al（OH）₃は溶解度が小さく，Alが Referenceほどではないが膨張が認められた。一方，

溶出しにくかったためと考えられる。 モル比が  0.6以上の場合，材齢  52週という比較的長
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図6　酢酸類のモルタルバー試験結果（塩化ナトリウム使用）

期の材齢まで膨張しなかった。また，FAⅡ種-15%が

材齢 52週で0.1263%膨張したことを踏まえると，各脂

肪酸類をモル比 0.6以上となるように添加することは，

フライアッシュⅡ種を15%置換することよりもASR抑制

効果が高いといえる。

3-4-2．アルカリ濃度調整剤として塩化ナトリウムを使

用した場合

　アルカリ濃度調整剤として塩化ナトリウムを使用し，

セメントの全アルカリがNa2Oeqで1.2%となるように調

整した場合の酢酸類のモルタルバー試験結果を図６に
示す。塩化ナトリウムを使用した理由は，アルカリ濃度

調整剤が強塩基性を示す水酸化ナトリウムの場合と中

性を示す塩化ナトリウムの場合で，酢酸カルシウム（弱

塩基性）や酢酸（弱酸性）のASR抑制効果に影響があ

るかを確認するためである。

　アルカリ濃度調整剤として塩化ナトリウムを使用した

場合でも，Referenceは膨張しているのに対し，酢酸

カルシウムおよび酢酸を添加した水準は膨張が抑制さ

れた。中性を示す塩化ナトリウムを使用しても膨張が抑

制されたことから，酢酸類のASR抑制メカニズムは，

単なる中和反応によるものではないと考えられる。

4．まとめ

　本研究では，あらかじめ“無害でない”と判定されて

いる細骨材を使用し，種々の材料を添加した場合の膨

張特性を把握し，ASR抑制効果を評価した。その結

果を以下に示す。

（1）ポゾラン材の中でも，シリカフュームやメタカオリン
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は，非晶質量が多く反応性が高いため，フライアッ

シュⅡ種の半量程度で同等のASR抑制効果があ

ることが分かった。

（2）シリカフュームのうち，電融ジルコニア由来のBET

比表面積の小さいシリカフュームの方が，シリコン

由来の一般的なシリカフュームに比べて，分散性が

高いためか，ASR抑制効果が高いことが分かった。

（3）火山ガラス微粉末は，BET比表面積が大きいも

のほどASR抑制効果が高く，火山ガラス微粉末Ⅰ

種はフライアッシュⅡ種と同等の効果があることが

分かった。また，廃ガラス粉末にはASR抑制効

果が無かった。Al源については，Alの溶出量が

多い材料の方が ASR抑制効果が高いといえる。

（4）既往の研究で効果が確認されているプロピオン酸

カルシウムと類似の組成を持つ酢酸およびその塩に

も同様にASR抑制効果があることが確認できた。
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言葉によって
幸せに…

言葉の違い

　幸田文さんによれば，そのお父さんの露伴は“学

者というものは心の涼しいもんだというじゃないか”と

言っていたらしい。私も学者の端くれぐらいの位置に

いるのでこの言葉を聞くと自分自身を反省して恥ずか

しくなってしまう。もっとも露伴の言う学者とは工学者

のことではなく，文学や歴史にかかわる学者のことだ

ろうと思う。だから私は問題外なのだろう。このように，

ほんの小さな言葉の意味のずれで話はごろりと変わ

る。全く違う内容になりかねない。古典日本文学は「二

人称の文学」と呼ばれ，観客＝聞き手がいなければ，

成り立たないと言われる場合がある。日本文学では

なくても，少なくとも，話し手の言葉と聞き手の言葉の

意味合いが違うと話がかみ合わないのは当然だ。

　話をしていてかみ合わないことは結構多い。その

原因の多くは使っている言葉の内容が微妙に違うこと

だろう。建築とは異なるが，コンクリート関係の用語

については土木の中ではほぼ統一されている。例え

ば，コンクリート構造物の健全状態からの変化，つま

り変状は3種類に分類されている。建設当初からあ

る初期欠陥，地震や衝突などの力学的な作用による

損傷そして経時的な変状である劣化である。維持管

理上は劣化が最も大きな課題であり，成人病に例え

られる場合も多い。

　しかし，変状はあくまで変状であって，コンクリート

構造物の維持管理上重要な，構造物や部材の性能

低下を直接意味するものではない。性能という言葉

をどのような範囲でどのように使うかで規準等に書くべ

き文章は大きく変わる。性能規定の議論が盛んだっ

た今世紀初頭に，コンクリート標準示方書［維持管理

編］が初めての性能規定として発刊された。性能照

査と性能開示を含む性能規定の体系が示されたので

ある。種々の規準の性能規定化を先取りしたという位

置付けではあるが，［維持管理編］の対象構造物に

は，標準示方書が生まれる前のものが多く含まれて

おり，仕様規定では到底手におえないからでもあった。

ただ，性能という言葉をいろんなレベルで使ったので，

性能という言葉が満載あるいは氾濫状態になってし

まった。そのため，性能という言葉をもう少し絞り込ん

で使おうという反省が生まれたことも確かであった。

形容矛盾

　言葉は常に変わってゆく。流行り廃りさらには意味

合いの変化などもある。…ちなみに，特に相手を罵

倒する言葉などでは変化が顕著であるらしい…その

せいもあって，言葉を使うのは難しい。形容矛盾と

いう言葉を聞いたことがある。ある言葉をその言葉に

矛盾する形で形容することらしい。私の覚えている

実際例は，“きれいな水爆”だったが，普通は“丸い

三角”などが典型的らしい。形容矛盾は私にとって

は面白くいろいろ使った覚えがある。例えば，フィジ

カルなサイバーなどはその典型的な例であった。リア

ルなフィジカルやサイバーはあるのだが，実態を持つ

フィジカルと実態を持たないサイバーでは本来はお互

い受け入れられないのだ。文学的には良いのだが，

工学的にはなかなか難しい。やはり矛盾は許されな

いからだ。

　地震によって構造物が損傷を受けた場合，維持

管理と結び付けて語られることは少ない。損傷と劣

化は本来違うものであるからである。しかし，地震に

よって損傷したのではなく，地震が原因であるかもし

れないが，実は劣化が損傷の本来の原因で，地震

は単なる損傷のきっかけであるような場合がこれから

は多くなると考えている。したがって，地震の被害で

はない被害が災害調査には隠れていると思われる。

しかも，すでに受けていた地震による損傷，ひび割

れの影響による劣化さえあるのである。

　国交省は，不具合が生じる前に対策を行う「予防

保全」に取り組めば，30年間のインフラ維持管理・

更新の費用を約3割少なくすることができると以前推

計していた。このことは予防保全の重要性を意味し

ているが，損傷である地震被害に隠れてしまう劣化

被害を拡大させないことにもまた貢献するのである。

私たちの国

　ウクライナへのロシアの侵攻が世界のマスコミをに

ぎわしている。ロシアはウクライナを言わば同じ国であ

るべきだと考えているとも言われているらしい。もっとも

ウクライナ側から言わせれば，言葉も違い，とんでも

ない話だということになるのだろう。ロシアの名物だと

思っていたボルシチやピロシキも本物はウクライナ起

源であると主張する人もいる。今ある国の成り立ちと

その性格は様々で，国とは宗教から成り立つという人

がいれば，国に住むということは無意味で，ある言

葉に住むのであって祖国とは究極的には国語，言葉

なのだというような人もいる。言葉の本当の重みを感

じてしまう。

　少なくとも我々の考え方や感じ方は日本語あるいは

日本語という文化に支えられている。我々の言葉はこ

れまでの日本語を使った人々が築き上げた遺産であ

る。絵画でさえ，人は見たものを描くのではなく，言

葉を通じて自分が知っているものを描くとされ，動物

が絵を描けないのは言葉を持っていないからだとも言

われているらしい。土木あるいはコンクリート工学で

は，その根底には日本語がある。小手先の技術には

日本語は関与しないかもしれないが，工学の根本の

ところでは関わってくる。なぜなら工学は単なる科学

ではなく，市民社会を豊かにする，面白くて役に立

つ技術分野であるのだから。

　そういう意味では，カタカナやアルファベットを多用

する今は言葉を大事にしてはいないように見えなくもな

い。言葉を大事にしていないということは国語をさら

には国を大事にはしていないということになる。例え

ば現在コンパクトシティ構想がいろんな場面で語られ

るが，これまでさんざん失敗してきた全国総合開発

のツケをカタカナでごまかそうとしているように見えなく

もない。古くわが国は“言霊の幸う国”，言葉の力で

幸せがもたらされる国とさえ言われていたにもかかわ

らず，言葉を大事にしてはいないように見えるのだ。

地方都市が本当に活気あるものになるためにはもっと

地面に足のついた言葉を用いた議論，作業が必要

だろうと思っている。

　その名も紛らわしいスマートシティについても同様だ

ろう。スマートシティの端緒は，経済産業省が旗を振っ

て始まった次世代送電網（スマートグリッド）だそうだ。

当初，ITを活用した電力の需給調整が目的だった

が，次第に集めたデータの副活用が始まる。ICTの

進展も相まって，いつごろからか都市管理の中にテク

ノロジーを導入し，住民の生活の質を高めようという

意味で語られるようになった。今では，明確に定義

することが難しいほどにスマートシティの対象領域は

拡大しているらしい。だが，国内のスマートシティ事

業で「成功した」と言える実装事例はほとんどない，と

聞いている。スマートシティと同義に考えられがちなコ

ンパクトシティだが，前者はテクノロジーの活用による

生活の質向上を起点としているのに対し，後者は土

地空間を起点としているという点で異なるそうだ。

　私はカタカナを必ずしも嫌うものではない。しかしカタ

カナや漢字が長く続く言葉にはうさん臭さを感じる。言

葉こそコンパクトでスマートであって欲しいものである。

［みやがわ　とよあき／京都大学　名誉教授　工博］
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CO₂を吸着させた再生骨材利用の可能性
～カーボンニュートラル社会に向けて～ 

Possibility of Using Recycled Aggregate with adsorbed carbon dioxide
　　~ Toward a Carbon-Neutral Society ~

伊代田　岳史　　松田　信広

1．はじめに

　解体されたコンクリート塊や残コンクリート，および戻り

コンクリートを硬化させた後の塊は，産業廃棄物として

取り扱われることが多い。これまで，これらの骨材は中

間処理業者に輸送され，道路建設における路盤材とし

て，再生砕石などの40mm程度の破砕された骨材に

処理されて利用されてきた。日本においてはそのリサイ

クル率は90％を超えるものであったが，今後，道路建

設が多く望めない状況になりつつあり，この解体コンク

リート塊の処分が問題となる可能性があり，その再利用

先の確保が難しくなることが想定される。そこでこれら

の再資源化の維持のもう一つとして，コンクリート用の

骨材として利用することが従来から提案されており，再

生骨材と呼ばれる。再生骨材は，これらコンクリート塊

を破砕して粒度調整したものである。

　再生骨材を用いてコンクリートを製造することは，ひっ

迫すると謳われている天然骨材および砕石・砕砂の使

用を抑制することができ，またコンクリート塊である産業

いよだ　たけし　／　IYODA Takeshi
芝浦工業大学
工学部先進国際課程（兼務　土木工学科）教授
博士（工学）

まつだ　のぶひろ　／　MATSUDA Nobuhiro
（株） 東京テクノ　生産技術統括本部長
（芝浦工業大学大学院
理工学研究科地域環境システム専攻　博士課程）

廃棄物の発生を抑制することから環境保全につながる

と考えられる。さらに低品質な再生骨材を用いることが

できれば，コストの低減が期待できたり，エネルギーの

消費の削減や二次廃棄物である骨材製造時に発生す

る微粉（以下，再生微粉と称す）の量を削減できたりす

ることもメリットとして考えられる。

2．再生骨材の現状

2-1．各種規格の制定

　解体コンクリート塊のコンクリート用骨材としての用途

開発は，1975年頃に始まったとされる。再生骨材の規

格化の変遷は，2005年に土木学会コンクリートライブラ

リー 120「電力施設解体コンクリートを用いた再生骨材コ

ンクリートの設計施工指針（案）」で検討がなされ，その

後再生骨材Hは2005年にJIS A 5021により骨材の規

格として制定され，これによりJIS A 5308のレディーミク

ストコンクリートでも普通コンクリートや舗装コンクリート用

の骨材として利用できることになっている。一方，再生

骨材Lは2006年にJIS A 5023（再生骨材コンクリート

L）附属書 Aとして，また再生骨材 Mは2007年にJIS 

A 5022（再生骨材コンクリートM）附属書 Aとして骨材

が規格化された。つまりJISでは骨材の規格は再生骨

材 Hのみとなっており，MとLはコンクリートの規格となっ

ている。その後，日本建築学会 JASS5では，2009年

に再生骨材コンクリートを規準化し，遅ればせながら土
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木学会コンクリート示方書では， 2023年改訂により規準 いたコンクリートへの適用は，困難であるといえる。高い

化する予定である。 強度が必要のないコンクリートへの適用を考えた場合，

　再生骨材 Hを製造することができれば，レディーミク わざわざ骨材を遠くから輸送して利用することでコストへ

ストコンクリートとして出荷可能になることから実用化の の影響も大きくなり，適用は非常に困難な状況といえる。

可能性は非常に高い。しかしながら，付着しているモ

ルタル分の除去を行うために，エネルギーやコストが大 2-4． CO₂固定化の可能性

きくかかること，さらに再生微粉が多く発生し，二次廃 　一方で世界的なカーボンニュートラルの流れの中で，

棄物の処理が必要となることが課題となる。一方で， L コンクリート塊が炭酸化することで二酸化炭素を固定化

や Mのような低品質の再生骨材を製造することは，エ できる可能性が指摘されつつある。長期間供用されてき

ネルギーやコストを抑制することにつながる。しかしなが たコンクリート構造物からの解体塊では，構造物の表層

ら，コンクリートとしての特性にも問題が生じ，広く使用 近傍はすでに中性化により炭酸ガスを吸収している可能

することが難しくなる。 性があるが，その一方で内部のコンクリートは二酸化炭

素と触れていない分，吸収の可能性は残存している。

2-2．再生骨材供給体制および再生骨材コンクリート また残コンクリートや戻りコンクリートを硬化させたものであ

製造拠点 れば，その吸収の余力は大きいと推測できる。コンクリー

　コンクリート塊は基本的には，ジョークラッシャー程度 トとしての二酸化炭素吸収量が提示できれば，カーボン

の装置により破砕され，再生砕石等が製造される。こ ニュートラル社会への貢献度を PRすることにもつながる。

のような中間処理業者は全国に点在している。一方で，

再生骨材を製造できる工場は 2022年現在で，再生骨 3．炭酸化による再生骨材の改質
1）材コンクリート普及連絡協議会（ACRAC）において 8

工場と報告されており非常に少ない。その中でこれらの 　2 -4.で示したように，再生骨材化したコンクリート塊

骨材を用いて製造可能な再生骨材コンクリートである を強制炭酸化させて二酸化炭素の吸収量を計測した。

JIS A 5022，5023を取得している工場は，全国で 4 炭酸化条件は，コンクリートの促進中性化試験に併せ

工場程度である。加えて，JIS A 5308のレディーミクス て温度 20℃，相対湿度 60%RHおよび炭酸ガス濃度

トコンクリートも併せて取得している JIS認証工場は 3工 5%の乾燥条件で 7日間としており，1日 1度攪拌している。

場である。さらにコンクリート塊は解体される構造物で TG-DTAを用いて強制炭酸化により生成した CaCO₃

発生することから，再生骨材化するためには，遠路か 量を測定し，各種再生細・粗骨材の付着モルタルが

らの輸送を検討する必要もある。このように再生骨材お 吸収した CO₂量を算出した結果を表1に示す。これよ
よび再生骨材コンクリートの製造拠点は少なく，なかな り，骨材ごとに差はあるものの，二酸化炭素を吸収し

か普及に至っていない。 炭酸カルシウムを生成していることがわかる。また，そ

れぞれ再生細骨材ならびに再生粗骨材を強制炭酸化７

2-3．骨材およびコンクリートの品質確保 日間させた前後での骨材の物性値である絶乾密度と吸

　再生骨材コンクリート Mおよび Lの利用用途は非常に 水率を示したもの2）を図1  ,2に示す。これより，程度に
限定的である。乾燥収縮や凍結融解の恐れのある環 は差があるがすべての骨材において絶乾密度と吸水率

境および部位には適用が制限されていることから，構造 が改善しており，中にはグレードが向上したものも存在

体としてはほとんど使うことができない。また，アルカリシ した。これは炭酸カルシウムの生成による空隙の緻密化

リカ反応の恐れも否定できず，高アルカリのセメントを用 によると考えている。これより二酸化炭素吸収ならびに
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表1　各種骨材の炭酸化によるCO₂吸収量

図1　再生粗骨材の炭酸化による改質状況 2） 図2　再生細骨材の炭酸化による改質状況 2）

表2　再生骨材コンクリートに用いた骨材物性 3）

骨材中の空隙率の減少による低品質再生骨材の改質 把握するためにコンクリート試験を実施した。表2に使
につながると考えられる。また，硬化体内に浸透した二 用した骨材（再生細骨材および再生粗骨材の改質前

酸化炭素の一部は，ゲル状の水和物にも吸収・吸着 後）の物性値を表す。表より， 3.で示したようにこの骨

していると想像できるが，今回の計測では結晶物であ 材でも炭酸化により再生骨材の絶乾密度および吸水率

るCaCO₃のみの計測になっているために，今後更なる が向上していることがわかる。そこでこれらの骨材を使

計測の検討を進める必要があると考えている。 用して，表3に示したように普通ポルトランドセメントを用
いたW/Cを0.5，単位水量 170kg/m³と一定にしたコ

4．改質再生骨材コンクリートの特徴 3） ンクリートを作製した。骨材には，細骨材のみ炭酸化さ

せた配合と細骨材と粗骨材の両者を炭酸化させた配合

　3.のように炭酸化により改質した再生細骨材及び再 を用意した。加えて，骨材界面に形成すると想定され

生粗骨材の両者を用いた再生骨材コンクリートの特性を る遷移帯の性質改善に有効に寄与すると考えられる，
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表3　再生骨材コンクリートの配合 3）

図3　再生骨材コンクリートの圧縮強度（標準養生28日）3）

図4　再生骨材コンクリートの透気係数 3）

CSHナノ粒子を混合した混和剤（ACX）を添加した配 骨材のみ改質したコンクリート（LSCLG）は，強度が改

合も用意した。 善しているが，その割合は大きくない。一方，細骨材・

　図3に28日間標準養生を行った圧縮強度の試験結 粗骨材ともに改質したコンクリート（LSCLGC）では強度

果を示す。普通骨材を用いたコンクリート（NSNG）と比 が大きく改善していることがわかる。また，それぞれに

較して，全量を再生骨材で製造した再生骨材コンクリー 遷移帯改質を狙ってACXを添加した配合では，強度

ト（LSLG）の強度は，半分程度となっている。再生細 が大きくなっていることがわかる。次に図4は透過型の
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図5　再生骨材コンクリートの乾燥収縮挙動 3）

表4　再生骨材コンクリートの空隙生成箇所とその改質効果

加圧透気係数を計測した結果であるが，こちらでも再

生骨材を用いたコンクリートでは透気係数が大きくなる

が，改質骨材を用いることで透気係数を小さくできるこ

とがわかる。さらに，図5は乾燥収縮の結果を示して
いるが，炭酸化による改質効果およびACXの添加の

効果が認められる。このように再生骨材コンクリートの欠

陥とされる強度発現，乾燥収縮および物質移動透過

性について，炭酸化した再生骨材を用いることで改善

が可能であることがわかった。

5．新たなコンクリートとしての利用方法

5-1．再生骨材コンクリートとしての欠陥部とその

克服 4,5）

　再生骨材コンクリートを適用していくためには，骨材の

炭酸化のみでは限界があるとも考えている。再生骨材

を用いたコンクリートの問題は，再生骨材に付着するモ

ルタルに存在する空隙とコンクリートにした際の骨材周囲

に生成する遷移帯形成に大きく依存すると考えられる。

そこで，表4のようにコンクリートとしたときに脆弱となる
可能性を次の3つに分離して検討をする必要がある。

　① 骨材自体の空隙：再生骨材中の付着モルタルの

　　 空隙

　② 骨材界面に形成される空隙：再生骨材と新モル

　　 タルとの界面

　③ 新モルタル中の空隙：再生骨材コンクリートとして

　　 作製したモルタル中の空隙

　これらの空隙は，それぞれ生成メカニズムが異なり，

再生骨材コンクリートの強度や物質移動抵抗性に大きく

影響しているものと考えられる。特に， ①再生骨材中の

空隙が付着モルタル内に存在することを考えると，付着

モルタル中の空隙を緻密化させる方法が有効ではない

かと考えた。一方で， ②への対応として，直接的に骨

材界面にACXや表面含浸剤などを塗布することで効果

的に骨材界面に形成される空隙を緻密化できないかと考

えた。さらに③への対応には新モルタルの強度発現を有
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図6　TSC（Two Stage Concrete）の製造方法 6,7）

図7　TSC普通コンクリートの圧縮強度と透気係数の関係 6,7）

効にするために，ACXや材料の改良を検討した。現在，

その検討は継続中であるが，ACXを用いることで，大

きな空隙を持つ粗骨材でも，再生骨材コンクリートにした

場合の改質効果が認められた。このことから再生骨材

の強制炭酸化と遷移帯部分の緻密化の方法を組み合

わせて利用することで，再生骨材コンクリートの強度や

耐久性を向上する方策を検討していく必要がある。

5-2．新たなコンクリートへの適用

　低品質再生骨材は，前述のように二酸化炭素を吸収

することで大気中の二酸化炭素の減量に寄与できる可

能性が高いが，一方でコンクリートにした場合に遷移帯

などの空隙が生じることで，要求性能の高いコンクリート

への適用には限界があるとも考えられる。そこで，要求

性能の低い硬化体への適用として，二酸化炭素を吸収

したコンクリート塊を利用することが望ましいと考える。こ

こで，図6のようなTSC（Two Stage Concrete）などへ
の適用も検討6,7）している。TSCは，型枠内にあらかじ

め骨材を敷き詰め，そのうえで無収縮モルタルなどのグ

ラウト材を流し込み硬化体を製造するものである。図7

に3種類の骨材（普通骨材（C-40），再生砕石（RC-40），

鉄道バラスト）を用いたTSCと普通コンクリートの28日強

度と加圧透気試験結果を示す。これより普通コンクリート

であれば，骨材強度や物性に大きく影響を受けるが，

TSCでは骨材品質や物性の影響は大きくないことがわか

る。さらに，骨材粒度の調整を行えばある程度密実な硬

化体も実現可能であると考えられる。また環境負荷を大

幅に低減したグラウト材の開発・適用により，資源循環

も考慮した大幅な環境負荷低減が期待できる。

6．おわりに
～社会実装への道のり～

　将来的なカーボンニュートラル社会の実現のために，

コンクリート産業も大きく貢献する必要がある。そのため

に，大量に発生すると想定されるコンクリート塊を用い

て，炭酸化させたCCU材料としての再生骨材をコンク

リートまたはTSCなどに利用していく必要がある。また，

解体コンクリート塊の有効利用を目指した新たな利用方

法の普及も必要である。この社会実装のためには，セ
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図8　再生骨材の利用方法の提案

メント工場などのCO₂排出量が多い産業において，再

生骨材を炭酸化するシステムの構築が重要になると考

える。図8はそのシステム概要であるが，生コンの製
造においてCase1のように骨材を運ぶ場合と，Case2

のようにCO₂を運ぶ場合があると考える。いずれにして

も，CO₂をいかに吸着させてコンクリートを製造するかが

重要である。一方で，そのCO₂の吸収量をフットプリン

トできるような定量評価手法も今後開発していく必要が

あり，その構築に取り組んでいく予定である。
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セメント改良技術の適用事例・浅層混合処理 
Example of cement improvement technology application The shallow soil stabilization 

山本　敏之　　片岡　裕二

1．はじめに

　安定処理の歴史は古く，古代ローマ，古代インドの

時代から道路やダムの建設に土と石灰混合物を用いた

安定処理が行われていたと言われている。セメントを用

いた安定処理は，1930年代にアメリカが最初に行ったと

されているが，日本では戦後になってその技術が伝わ

り，社会基盤の復興・整備と相まって1950年代以降に

本格的な機械施工が始まっている。

　浅層混合処理の分野に目を向けると，1970年代に

入って施工機械の大型化とあらたにセメント系固化材

が開発されたことで本格的な安定処理が始まったと言
図1　路上混合方式による施工手順

える1～3）。

　その後，浅層混合処理の適用分野は，道路の路体・ 2．浅層混合処理技術の変遷
路床改良をはじめとして建築基礎の地盤改良，建設発

生土の有効利用を含め幅広く利用されてきた。一方， 　浅層混合処理の一般的工法である路上混合方式に
浅層混合処理の設計法は，過去の経験を重視した手 よる浅層混合処理の施工は，図1に示すように，改良
法から始まり，その後コンピュータを駆使した理論設計 対象土の表面に固化材をできるだけ均一に散布し，固
法の開発などが行われ，適用範囲の拡大につながって 化材と土を撹拌・混合したのち，締固めるものである。
いる。このように浅層混合処理の発達には，土質工学 それぞれの工程において用いる施工機械は，一般土木
はじめ機械工学や構造力学などを含む総合技術が大き 工事で用いる汎用機のほか，固化材の散布や混合に
く寄与してきた。 は専用の機械が用いられる。
　本稿では，浅層混合処理の技術開発の流れや施工

事例について述べるとともに，当社が保有する技術につ 2-1．施工機械
いて紹介をする。 　（1） 混合機械

　1930年代にアメリカで開発されたセメント安定処理

は，戦後の1950年代に入りわが国にもその技術が導入
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写真1　タイヤ式スタビライザの一例 写真 2　クローラ式スタビライザの一例

写真4　自走式土質改良機の一例

された。日本における本格的な機械施工の代表例は，

1957年の関東 4号国道（幸手バイパス）におけるセメント

安定処理路盤の施工が挙げられる。施工には当時建 　狭隘な場所や混合深さが1.0mを超えるような混合機

設省がアメリカから輸入したばかりのWood社製ロードミ 械としては，汎用機であるバックホウのバケットを土質に

キサーで処理厚16cmを8cm×2層で施工している4）。 応じた専用の混合用バケットにしたものがある（写真5）。
　その後，道路の設計・施工の指針であるアスファルト また，バックホウのアームだけの操作だけでは土を細かく

舗装要綱（1978年度版）に路床構築を含む安定処理の 粉砕できない場合は，バケット内で撹拌できるタイプの混

設計法が明確に採用され，処理厚も30cmから50cmま 合機もある（写真 6）。
での安定処理のニーズが広がった。さらに，1992年度 　（3） 固化材散布車

版のアスファルト舗装要綱に路床構築に厚層処理の考 　固化材の散布は，通常はフレキシブルコンテナパック

え方が示され，そのニーズに即した1.0m改良用のスタ 入りの固化材をバックホウおよび人力で行うことが多い

ビライザが開発されて現在に至っている（写真 1,2）。 が，施工の省人化，工期短縮やフレキシブルコンテナパッ

　このほか，超軟弱な地盤での混合作業に特化した泥 クの空袋が発生しないようにする目的で固化材散布車

上履帯式スタビライザ（製品名ソイルライマー）も開発さ （タンク容量8～15m³）も開発され主に大型工事に利用さ

れ，湾岸埋立地の軟弱土や浚渫土砂の改良に利用さ れている（写真7）。
れている（写真3）。また，自走式土質改良機を用いた
浅層混合処理は，建設発生土のリサイクルが本格化し 2-2．固化材

た1990年代後半から普及してきている（写真4）。 　固化改良に用いられる材料にはセメント系固化材や石

　（2）その他の混合機械 灰系固化材があるが，浅層混合方式に用いられる固化
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写真3　泥上履帯式スタビライザの一例

写真5　混合用バケットの
一例

写真6　バックホウ装着型
混合機の一例

写真7　固化材散布車



 

 

 

 

図2　用途別比率の変化（件数）

材は，主として粉状の固化材である。路上混合方式で

用いる粉状の固化材は，散布・混合作業時に粉塵が

発生するため，施工条件によっては発塵抑制型の固化

材を使用する必要がある。また，セメント系固化材を使

用する場合，土質によっては重金属の六価クロムの溶

出量が環境基準を満足しない場合があるので，基本的

には六価クロム対策型である特殊土用セメント系固化材

が多用されている5）。

3．施工事例

　戦後の浅層混合処理は，道路の路床・路盤の改良

に始まり，新設道路の建設から維持管理の時代へと変

化してきた状況で，浅層混合処理の対象も変化してい

る。当社が近年施工に携わった用途別施工実績（工事

件数）について，2011年度と2021年度を比較した結果

を図2に示す。図2で特に注目に値するのは，建設工
事における事故防止のための安全管理の徹底を目指す

中で，杭打機や大型クレーンの重機転倒防止を目的とし

た浅層混合処理工事が大きく増加していることである。

もちろん比率的には道路の路床・路盤の改良の割合が

最も多いことには変わりないが，その比率の低下が顕著

である。

　以下，道路の路床，建築基礎地盤および建設発生

土における浅層混合処理の施工例を示す。

3-1．路床の改良

　本工事は，2022年 10月に施工した県道の道路新設

工事で，その設計断面を図3に，工事概要を表1に

図3　路床改良断面図

【路床改良】
設計CBR12

発塵抑制型セメント系固化材　120kg/m
3

改良厚 1 .0ｍ

改良幅員 17.5ｍ

表1　工事概要

施工数量：約 5,000m²

固化材添加量：120kg/m³

使用固化材：発塵抑制型特殊土用セメント系固化材

示す。本工事現場の周辺は住宅が多く，施工時に危

惧される固化材の発塵防止対策として発塵抑制型固化

材が使用された。また，本工事の混合作業には，近年

採用したGNSSを用いた走行軌跡と混合深さ管理のマ

シンガイダンス搭載のスタビライザを用いた6）。

　当システムは，出来形管理作成機能も有していること

から，品質管理の合理化と生産性の向上が期待できる

ものである（写真 8,9）。

3-2．建築基礎地盤の改良

　浅層混合処理が適用される建築関係の施工事例とし

ては，建築物の土間下改良や工場・倉庫等の低層で

広い床面積を有する建築物に採用される基礎地盤の改

良が多い。その中で，特徴のある工事として，特許工

法である「TNF工法」7）が採用された事例を以下に示す。

「TNF工法」とは，図4に示すように建物の基礎となる
地盤改良体とべた基礎となる地盤改良体が一体となる

建築物の基礎ならびに地盤改良べた基礎工法である。

写真8　マシンガイダンス搭載型スタビライザ 写真9　深さ管理モニター画面

図4　TNF工法 図5　TNF2.0工法

表2　工事概要

施工数量，施工厚
　一次改良：30,000m³，1.8m（バックホウ混合）
　二次改良：22,000m³，1.0m（スタビライザ混合）

固化材添加量・設計基準強度
　一次改良：140kg/m³，450kN/m²
　二次改良：100kg/m³，450kN/m²

使用固化材：特殊土用セメント系固化材

写真10　一次改良

　工法の特徴としては，①圧密沈下抑制効果ならびに

液状化対策効果が期待できる。②図5に示す新しい
「TNF2.0工法」8）は，応力分布に応じた地盤改良をす

ることによって，ＴＮＦ工法に比べ改良土量を約15％低減

し，さらなるローコストに繋がる。③地盤改良体の解体

写真11　二次改良

時には，改良土が建設発生土に該当するので埋戻しへ

の利用が可能である。さらに，改良体が循環的に使用

されるので，再建する場合の使用セメント量が低減し，

環境にやさしい工法とされている。工事概要を表2に，
施工状況を写真 10,11に示す。
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3．施工事例

　戦後の浅層混合処理は，道路の路床・路盤の改良

に始まり，新設道路の建設から維持管理の時代へと変

化してきた状況で，浅層混合処理の対象も変化してい

る。当社が近年施工に携わった用途別施工実績（工事

件数）について，2011年度と2021年度を比較した結果

を図2に示す。図2で特に注目に値するのは，建設工
事における事故防止のための安全管理の徹底を目指す

中で，杭打機や大型クレーンの重機転倒防止を目的とし

た浅層混合処理工事が大きく増加していることである。

もちろん比率的には道路の路床・路盤の改良の割合が

最も多いことには変わりないが，その比率の低下が顕著

である。

　以下，道路の路床，建築基礎地盤および建設発生

土における浅層混合処理の施工例を示す。

3-1．路床の改良

　本工事は，2022年10月に施工した県道の道路新設

工事で，その設計断面を図3に，工事概要を表1に

示す。本工事現場の周辺は住宅が多く，施工時に危

惧される固化材の発塵防止対策として発塵抑制型固化

材が使用された。また，本工事の混合作業には，近年

採用したGNSSを用いた走行軌跡と混合深さ管理のマ

シンガイダンス搭載のスタビライザを用いた6）。

　当システムは，出来形管理作成機能も有していること

から，品質管理の合理化と生産性の向上が期待できる

ものである（写真8,9）。
 

3-2．建築基礎地盤の改良

　浅層混合処理が適用される建築関係の施工事例とし

ては，建築物の土間下改良や工場・倉庫等の低層で

広い床面積を有する建築物に採用される基礎地盤の改

良が多い。その中で，特徴のある工事として，特許工

法である「TNF工法」7）が採用された事例を以下に示す。

「TNF工法」とは，図4に示すように建物の基礎となる
地盤改良体とべた基礎となる地盤改良体が一体となる

建築物の基礎ならびに地盤改良べた基礎工法である。

　工法の特徴としては， ①圧密沈下抑制効果ならびに

液状化対策効果が期待できる。 ②図5に示す新しい
「TNF2.0工法」8）は，応力分布に応じた地盤改良をす

ることによって，ＴＮＦ工法に比べ改良土量を約15％低減

し，さらなるローコストに繋がる。 ③地盤改良体の解体

4．当社の技術紹介

　当社がこれまでに開発した浅層混合処理に関する技

術を以下に紹介する。

4-1．STB-MC工法

　当工法は，生石灰成分を含まないセメント系固化材を

原位置で水と混合し，発塵抑制加工した材料として浅

層混合処理に用いる工法である。ちなみに「MC」とは湿

り気のあるセメントという意味のモイストセメント（Moist 

Cement）の略語である。

　モイストセメントの製造は，全国どこでも製造可能で

可搬式の専用プラント（写真13）を現場の近傍に持ち
込んで固化材と固化材量の約8％の水とを混合して製

造するものである。発塵抑制の効果は写真14に示す
とおり，市販の発塵抑制型のセメント系固化材と遜色の

ないものである。なお，本工法は，製造したモイストセ

メントが乾く前（おおむね2時間以内）に土と混合処理を

行う必要があるが，浅層混合処理工全体で約20％のコ

スト縮減が期待できる環境にやさしい工法である。

 

4-2．BCTを用いた重機転倒防止の設計手法 10,11）

　現在の当社における建設重機転倒防止の設計から

施工までの流れを図6に示す。この中で，地盤調査お
よび品質管理にBCT（Bearing Capacity Test：現場

地耐力試験）を取り入れている。このBCTとは，作業

時のおける建設機械の転倒防止を目的とした地盤の地

耐力を測定するために開発された試験で，平板載荷試

験と比較し測定に要する時間を大幅に短縮できるた

め，現地の地盤状況をより多くのポイントで確認すること

ができるものである。測定状況を写真15に示す。

時には，改良土が建設発生土に該当するので埋戻しへ

の利用が可能である。さらに，改良体が循環的に使用

されるので，再建する場合の使用セメント量が低減し，

環境にやさしい工法とされている。工事概要を表2に，
施工状況を写真10,11に示す。

3-3．建設発生土の改良

　本工事は，2011年3月11日に発生した東日本大震災

の復興事業として約1年半の工期で実施された防潮堤

築造に用いた建設発生土の改良工事である（表3）9）。
本工事の特徴を挙げると以下のとおりである。

　① 改良方法は，1層仕上がり厚30cmを30～40層

　　 重ねて施工するもので，かつ，施工規模が  

　　 1,500,000ｍ²と極めて大きいこと。

　② 改良対象土には軟弱土に礫も少なからず混入して

　　 おり，軟弱地盤を対象とした混合機械であるスタ

　　 ビライザでの混合作業において撹拌ビットやシャン

　　 クの損耗が著しかった。そのためスタビライザ4台

　　 を投入し，現地に設けた機械の整備修理を行う

　　 整備場にて損耗軽減のための機械の改良を行い

　　 ながら，施工を進めることで工事を停めることなく

　　 完了させることができた（写真12）。

施工場所：宮城県陸前高田市
施工数量・施工厚：約1,500,000m²，t=0.3m
主要使用機械
　タイヤ式スタビライザ　2台
　クローラ式スタビライザ　2台
　固化材散布車　2台，1.4m³バックホウ　2台
固化材：特殊土用セメント系固化材
固化材添加量：50kg/m³

表3　工事概要

写真12　施工状況

写真13　MC製造機の外観

写真14　一般のセメント系固化材（左），MC（中），発塵抑制型（右）

図6　設計から施工までの流れ

4-3．スタビライザのICT化

　施工機械のICT化が進む中，浅層混合処理の混合

専用機であるスタビライザのICT化は，その生産台数

が少ないこともあり他の汎用機に比べ遅れていた。これ

までは，施工中の施工位置や改良深度の確認は，熟

練オペレータの技量に頼らざるを得ない状況が続いてい

た。このような出来高管理の課題に着目し，GNSSによ

り取得したスタビライザの撹拌装置の位置情報を基に3

次元計測技術を用いて，オペレータが運転席でリアルタ

イムに撹拌深さと施工軌跡をモニタリングしながら施工で

きるものである。

写真15　測定状況

　また，施工結果は，写真8,9にも示したように出来
高管理表として出力することができる。
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4．当社の技術紹介

　当社がこれまでに開発した浅層混合処理に関する技

術を以下に紹介する。

4-1．STB-MC工法

　当工法は，生石灰成分を含まないセメント系固化材を

原位置で水と混合し，発塵抑制加工した材料として浅

層混合処理に用いる工法である。ちなみに「MC」とは湿

り気のあるセメントという意味のモイストセメント（Moist 

Cement）の略語である。

　モイストセメントの製造は，全国どこでも製造可能で

可搬式の専用プラント（写真13）を現場の近傍に持ち
込んで固化材と固化材量の約8％の水とを混合して製

造するものである。発塵抑制の効果は写真14に示す
とおり，市販の発塵抑制型のセメント系固化材と遜色の

ないものである。なお，本工法は，製造したモイストセ

メントが乾く前（おおむね2時間以内）に土と混合処理を

行う必要があるが，浅層混合処理工全体で約20％のコ

スト縮減が期待できる環境にやさしい工法である。

 

4-2．BCTを用いた重機転倒防止の設計手法 10,11）

　現在の当社における建設重機転倒防止の設計から

施工までの流れを図6に示す。この中で，地盤調査お
よび品質管理にBCT（Bearing Capacity Test：現場

地耐力試験）を取り入れている。このBCTとは，作業

時のおける建設機械の転倒防止を目的とした地盤の地

耐力を測定するために開発された試験で，平板載荷試

験と比較し測定に要する時間を大幅に短縮できるた

め，現地の地盤状況をより多くのポイントで確認すること

ができるものである。測定状況を写真15に示す。

5．おわりに

　戦後の表層混合処理の歴史を振り返ると，あらため

て施工機械や施工技術に関する総合技術の発展の経

緯を垣間見ることができる。それは，その時々の社会情

勢に応じた技術の開発が行われており，その根底には

浅層混合処理技術がどのような形で社会貢献できるかと

いった視点からの開発目標が設定されているように思う。

　また，現在は世界規模で地球環境に対する持続可

能な技術の開発が求められている。すなわち，環境負

荷を小さくするための施工機械や施工方法ならびに温

暖化防止のための省エネや二酸化炭素排出量の削減

にかかわる技術開発が強く求められている。

　それと同時に，私たち技術者も社会に還元できる知識

や技術を取得し積み上げていく必要があると考えている。

4-3．スタビライザのICT化

　施工機械のICT化が進む中，浅層混合処理の混合

専用機であるスタビライザのICT化は，その生産台数

が少ないこともあり他の汎用機に比べ遅れていた。これ

までは，施工中の施工位置や改良深度の確認は，熟

練オペレータの技量に頼らざるを得ない状況が続いてい

た。このような出来高管理の課題に着目し，GNSSによ

り取得したスタビライザの撹拌装置の位置情報を基に3

次元計測技術を用いて，オペレータが運転席でリアルタ

イムに撹拌深さと施工軌跡をモニタリングしながら施工で

きるものである。

やまもと　としゆき　／　YAMAMOTO Toshiyuki
（株）東洋スタビ
技術部　部長

かたおか　ゆうじ　／　KATAOKA Yuji
同上
関東試験室　室長

　また，施工結果は，写真8,9にも示したように出来
高管理表として出力することができる。
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建設３Dプリントに特化した産学連携デザインコンペ
　建設３Dコンクリートプリンティング（以下，３ 1ヶ月半かけて15名の学生から，３DCPに様々な

DCP）元年とも言われた 2022年，その 12月に３ 可能性が感じられる合計 14のデザイン提案がなさ

DCPに特化したデザインコンペによって選ばれたベ れた（図1）。個人戦の評価は，JR千葉支社への最
ンチが供用開始された（本号表紙）。JR東日本東京 終提案を見据えて３DCP事業者 4社が行った。

PMOおよび同千葉支社の英断による国内初のコン 　第二段階は4社が評価した案に基づく事業者+学

ペに参加したのは，デザイナーでも建築家でもなく 生によるチーム戦。個人戦で敗れた学生も自分が良

学生であった。 いと思う案に加わりチームの総合力で競った。同一

　デザイン対象となったのは内房線太海駅舎に設置 の案を選んだ2社が連合チームを組み，合計3チー

される2基のベンチ。千葉支社管内で2駅しかない ムによるコンペとなり，約一ヶ月半に渡り週1回の

海が見える駅舎であり無人駅となるため，小さなベ 打合せを重ねた。企業としても負けるつもりで参加

ンチながらも塩害対策およびメンテナンスフリーで はしていないので，学生にとっては実務者と協力し

あることが求められた。そのため，セメント系材料 ながらの真剣勝負は貴重な機会になったのではない

を使ったベンチが前提条件となり得たことから，日 だろうか。3チームの打合せに参加した教員として

本初の３DCP実施コンペの実現に至った。３DCP も，フィラメント幅や高さ，積層可能な勾配など各

特有の積層痕から「利用者の洋服が破れないように」 社による違いを目の当たりにすることができたこと

というベンチとしては当たり前のような条件も加わ は非常に貴重な機会となった。ボランティアでご協

り，15名の学生が３DCPの特色を活かしたベンチ 力して頂いた會澤高圧コンクリート，Polyuse，ク

のデザインを競った。東京大学における授業として ラボウ，日揮グローバルの皆様に心からの感謝を申

取り組んだ令和4年，ではなく３DCP元年の4月 し上げる。

から7月までの約 3ヶ月間を振り返る。

　なお，この授業は建築学科の設計製図／  BME

　学生らしい発想で新しい技術によるデザインを考 スタジオと社会基盤学科の少人数セミナーの合同開

えて欲しい。その一方で，学生から提案されたデザ 講だった。建築の4年生が5名，社基は3名の3

インに施工段階で大幅な修正が加えられてしまう事 年生と2名の修士，そこにSFCから３Dプリンティ

態は避けたい。これを両立させるために，デザイン ングを研究対象としている5名の学生が自主的参加

コンペは二段階選抜方式とした。第一段階は，学生 した。個人戦の提案からも分かるように興味の対象

がそれぞれデザインを検討する個人戦。造形や技術 や特技も異なるバラエティに富んだメンバーである。

をベースにしながらも柔軟に発想してもらえるよう 学生案の実現可能性を高めるためとは言え，個人戦

に，構造設計者，土木設計者，カメラマン，家具メー を戦った後にチームとして機能するのか不安はあっ

カーなどによる週に一回のゲストレクチャーとエスキ た。しかし，個人戦の間は学科ごとなど顔見知り同

スに加えて，プリント見学や積層実験など，通常の 士で集まって着席していた演習室の様子が，チーム

設計演習で行わないような内容も盛り込んだ。約 戦が進むにつれて，チームごとに自然と集まって座
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▲陸軒宇 ▲島田大偉 ▲石田匠海 ▲朴相琥

▲冨井治弥 ▲今枝颯一 ▲長澤快門

▲平林一成 ▲田村俊太朗 ▲大村瑛太

▲伊藤皇貴+伊藤世玲奈▲松尾一輝 ▲嘉手川航 ▲下山未有

図1　３DCPのみ，異素材との組合せ，形状などバリエーションに富んだ14のデザイン案と提案者名

る様になっていった。やはり自分が関わった案がコ りは，一緒に考えた 3ヶ月間であった。今回は大学
ンペに勝って実現することの魅力が大きいのだろう。 の授業ではあったが，３Dスキャナーが普及した今
最終提案に向けて検討する内容は多岐に渡り，チー では，子供の粘土造形を３DCPで作るなど，さら
ムメンバーそれぞれが得意な部分で何かしらの貢献 なる展開ができるのではないかと思う。研究や社会
をして，最終案が自分の案と言えるようになったの 実装に向けた取り組みに加えて，地域や子供たちと
ではないか。授業の最後となったチーム戦の最終プ も連携した活動も積極的に進めていきたい。
レゼン後に，個人戦では敗れた学生の「うちのチー

ムの提案が絶対に一番良い！」という発言を聞いた時 　さて，果たしてコンペの結果や如何に…。
には本当に嬉しかった。個人戦からさらに検討が加

えられた3チームの総合戦となった最終提内容案に 　本号表紙にて写真は掲載されていますが，近くにお
つ い て は，大 学 か ら の プ レ ス リ リ ー ス 越しの際にはぜひ太海駅に立ち寄り頂き，ベンチに腰
（https://www.t.u-tokyo.ac.jp/press/pr202 掛けて学生たちの思いを感じて頂ければ幸いです。
2-12-28-001）などを参照して頂きたい。

　授業の企画から供用開始までは，まさに元年の一 ［友寄　篤，大野元寛，野口貴文，丸山一平，石田
年がかりだったが，授業として学生に教えるというよ 哲也／東京大学大学院工学研究科］
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記事情報
外国雑誌の

や，フレッシュ性状の経時変化も予測可能な技術の開

発が望まれる。

焼成ストーバーナノ SiO₂粒子を改質材として用いた

セメント系材料のフレッシュ性状予測のための ポルトランドセメントの初期水和特性

ニューラルネットワーク Jinfeng Sun，ほか 

Malo Charrier，ほか Cement and Concrete Composites

Cement and Concrete Research 132 論文 B No.104622（2022）

156 論文 B No.106761（2022）

　粒径 100nm程度以下のナノシリカは，セメント系材

　近年開発が進む建設用 3Dプリンター用のセメント系 料に添加することで水和反応の促進などが期待できる

材料には，所定のフレッシュ性状が求められるが，その ものの，超微粒子のために凝集しやすいことが課題で

配合設計には多大な労力を必要とする。そこで本稿で ある。対して Stöberらの開発したストーバー法で合成

は，配合設計の効率化に向けて，ニューラルネットワー したナノシリカ（SNS）は，粒径が均一かつ分散性に優

クを活用したフレッシュ性状予測技術の検討を行った。 れるものである。

　本検討では，降伏応力や粘度といったフレッシュ性状 　本報告では，  SNSがセメントの水和促進に及ぼす

に影響を与える 5材料（減水剤，増粘剤，硬化促進剤， 効果を高めるため，SNSを 500℃で焼成した CSNS

ナノクレイ，CSH粒子）の添加量が異なる 16配合のセ （Calcined-SNS）を作製した。両粒子を SEMと EDS

メントペーストを対象に，ミニスランプ値とレオロジーの計 により比較したところ，焼成によって CSNSでは粒径が

測を行い，各材料の添加量と各計測値を関連付けた 10nmほど小さくなるとともに，SNSの表面でみられたヒ

予測モデルを作成した。予測モデルの作成には， 5材 ドロキシ（-OH）基が消失していることがわかった。また，

料の添加量を入力値，隠れ層 1層，ミニスランプ値と降 水酸化カルシウム（ CH）水溶液への浸漬試験の結果か

伏応力を出力値としたニューラルネットワークを用いた。 ら，SNSと比較して CSNSを浸漬した場合は溶液中の

　作成した予測モデルは，モデル作成に使用した配 CH消費量が少なく，CSNSの方がポゾラン活性は低

合に対し高い精度が確認できた。また，各計測の結 いことを確認した。

果，ミニスランプ値と降伏応力に強い相関が認められ 　これらの SNSまたは CSNSを，セメントに対して 2%

た。そこで，上記の配合とは異なる 256配合について， 置換したセメントペーストおよびモルタルの材齢 3日にお

予測モデルにより予測したミニスランプ値と，降伏応力 ける積算発熱量と圧縮強度は， CSNSを用いた方が

から予測したミニスランプ値を比較することで，予測モ 20%以上高く，CSNSを添加することでセメントの水和

デルの精度を確認した。その結果，  2種類の方法で 反応が促進されることが示唆された。

予測したミニスランプ値はよく一致したことから，作成し 　著者らはこの理由として，焼成によって -OH基が除

た予測モデルは新規の配合に対しても高い精度が期 去された CSNSでは，セメント硬化体中のアルカリ環境

待できることが確認できた。 で自身が反応することなく，その代わりに CSNS粒子が

　今後，予測モデルを活用した配合設計の効率化 反応核となることでセメントの水和を促進し，初期強度
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を向上させるものと考察している。加えて，ナノサイズ

のCSNSが硬化体中の空隙を充塡することによる強度

改善効果もあるものと述べている。

セメントペーストの圧縮強度と微細構造に及ぼす CO₂

養生温度の影響

Bao Lu，ほか 

Cement and Concrete Research
157 論文 B No.106827（2022）

　コンクリートの高濃度 CO₂を含む環境での養生（CO₂

養生）は，強度増進を加速させ養生期間を短縮する。

この技術は蒸気養生などの従来の養生技術と比較して

大気中のCO₂を削減し，コンクリートの機能を大幅に向

上させる技術となる可能性がある。しかし，炭酸化の

プロセスと圧縮強度に与える養生温度の影響は明らか

になっていない。著者らは，この影響について検討す

べく，水セメント比0.18，直径20mm，高さ30mmの

セメントペーストを作製，CO₂養生し，各種評価を行った。

　養生は5℃，20℃，50℃の3条件とし，相対湿度，

CO₂濃度および圧力はそれぞれ60％，20％，0.15MPa

一定とし，養生期間は1時間から672時間とした。そ

の結果，温度が高いほど炭酸化の速度，圧縮強度が

ともに増加した。また，CO₂養生は24時間までの早期

材齢における強度増進効果が大きく，湿潤養生と比較

すると，養生 2時間において5℃で4倍，20℃で3倍の

強度を示した。

　XRDおよび SEM観察の結果，炭酸化により生成し

たCaCO₃は，いずれの温度においてもカルサイトが最

も多く，5℃，20℃ではバテライトが，50℃ではアラゴナ

イトが 2番目に多かった。また，温度が高いほどカルサ

イトとアラゴナイトの結晶が大きくなることが観察された。

XRDによって定量したCaCO₃の各多形量と強度の関

係から，バテライトとアラゴナイトが強度増進への寄与

が大きいと考えられた。著者らは今後，低CO₂濃度で

の識見を得るために，様々な条件で評価をする必要が

あるとしている。

煆焼炉におけるNOx低減策と代替燃料の使用

V. Savva，ほか 

International Cement Review
［4］70～73（2022）

　キプロスのヴァシリコセメント工場は，2011年に，百

万 t ／年から2百万 t ／年へと生産能力を増大し，脱

炭素化のために新しい代替燃料（AF）や原料供給シス

テムを導入した。新たなAFの使用に先立ち，独自の

数値流体力学シミュレーション技術（MI-CFD）を有す

るCinar社を招き，従来の煆焼炉設計でNOx規制に

対応し得るか調査を行った。

　従来の煆焼炉は，下方に30°傾いた3次空気ダクト

が接線方向に接続していた。また2本のバーナが異な

る高さと向きに配置され，うち1本が稼働していた。3

次空気ダクトの接続方法等は空気と燃焼ガスの混合，

延いてはNOx生成に影響する為，MI-CFDによる構

造最適化が行われた。結果，従来構造は3次空気の

一部が下方に逸れ，NOx低減に必要な燃料過濃か

つ酸素希薄な燃焼領域が減少する事が判明した。そ

こで，4本のバーナを対称に配置し，3次空気投入口

の傾きを低減する改造案が採用され，実際にNOx低

減効果が確認された。

　工場では，尿素による脱硝装置も導入された。煆焼

炉のＡＦ使用率を従来の20～ 60％から90％まで向上

させた際，尿素の使用量が減少傾向を示した事から，

AF使用率の増加もNOx削減に効果的であったことが

確認された。この点については，1200℃以上の高温

域で短時間（0.25秒）の燃料過濃状態を作り出すことが

有効と考えられ，MI-CFDがその解析に役立った。
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5
〇PC建築小特集
・巻頭言／プレス トレストコンクリート建築を取り巻く最近の動向
　（福井　剛・日本大学）
・岩国市立東小・中学校－PCaフィーレンディール架構でつくる
光あふれる教室
・ 嘉麻市庁舎－意匠・構造・設備の融合による機能的な市庁舎
・神戸市西区庁舎－PC-S工法を採用した庁舎の建設
 トコン・名古屋造形大学－耐震性能を有する格子鋼板プレキャス
クリートの設計と性能
・彦根総合スポーツ公園陸上競技場－ここにしかない和の景観
をもつ競技場

〇シリーズ/セメント産業　脱炭素・低炭素社会を目指すキーワード
　低温でCO₂からメタノールを合成できる触媒の開発
〇シリーズ /セメント系固化材　その特性と広がる可能性④
　セメント改良技術の適用事例・中層混合処理
〇ずいそう（今本啓一）ほか

国道 185号呉市安浦町地内におけるコンクリート舗装修繕工事
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